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literature. The first situation is to clarify four different types of abilities formed by the four 
classes corresponding to the three elements of capability. The second situation is to clarify type 
of strong dynamic capabilities that are needed in the era of the fourth industrial revolution and 
the three micro-capabilities that it plays in practice, which are the continuous, creative and 
transformational capabilities of the enterprise. This study wishes to emphasize two points. First, 
these three capabilities must be used in conjunction to be most effective. Second, the strong 
dynamic capabilities of the enterprise in the era of the fourth industrial revolution are based 
on its strong operational capabilities （core capability） and weak dynamic capabilities （smart 
capability）, and they are indispensable. If the emphasis is only on developing the capability of a 
company to respond to changes in the environment, without core capability or core business as 
a fulcrum, from a long-term perspective, there are huge risks for enterprises.
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ティ、コア・ケイパビリティ、資源ベース、プロセス、経営陣の行動、企業家精神、
リーダーシップ、感知、知識サイクル、組織構造、資源のオーケストレーション、
共特化
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Based, Process, Management Actions, Leadership, Entrepreneurship, Sensing, 
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Ⅰ　問題提起と研究目的

　第四次産業革命時代は、VUCA（ブーカ）と呼ばれる不確実な時代である１。こうした

不確実性は、誰も予想できなかったような突発的な「メガストーム（mega-storm）」によ

るものであるが２、破壊的な技術を利用し、市場シェアを瞬く間に奪い、業界全体を混乱

させる新興企業からも生じる。一方、企業内部の資源の捉え方、生産システム、組織構造、

社員の働き方や価値観も絶えず変わっていることから生じる。このような時代には、既存

企業は変化に対応できるダイナミック・ケイパビリティを備える必要性がある。

１ VUCA（ブーカ）とは、McDonald（2015）が示している Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、
Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の略語である（McDonald, 邦訳、2018：1）。

２ 例えば、2018年から続く「米中貿易摩擦」、2020年に出現する「新型コロナウイルス感染症」は、世界
の経済情勢や企業の経営に大きな影響を与えている。

3

第四次産業革命時代におけるダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークに関する研究（徐　天堯）

　ダイナミック・ケイパビリティは、戦略経営論における学術用語であり３、Helfat & 

Peteraf（2009）が言うように「戦略管理の聖杯（Holy Grail）」として特徴付けられ、企

業の知識創造、組織構造、資源の捉え方、リーダーシップ、企業家精神、経営戦略など

関連分野の知的成果を結集させた。ダイナミック・ケイパビリティというコンセプトは、

1997年にカリフォルニア大学バークレー校の Teece 教授等が提案して以来、二十年以上

の発展を経て、多くの研究者が異なる視点から議論を展開したが、定論があるとは言えな

い４。例えば、ダイナミック・ケイパビリティ論に関する既存研究は、諸論者の異なる定

義と論点により、「企業ケイパビリティ」、「企業プロセス」、「企業ケイパビリティとプロ

セスの混合型」、「企業知識の発展」、「企業の経営者」の五つの視点に分類できる。そして、

ダイナミック・ケイパビリティ論自体にも、多様な表現と命名の不統一、性質の曖昧さ、

構成要素の重複などの問題がある。さらに、いくつかの新しいテクノロジーの出現と業界

融合の加速により、企業が開発する必要があるダイナミック・ケイパビリティのタイプ、

および時代の変化に応用できるミクロ的ケイパビリティについては、まだ明確な定論があ

るわけではない。

　本稿では、以上の諸問題を解決するために、まず、1997年から2019年までの間に、ダイ

３ 戦略経営論は、経営戦略論と深いつながりがあるが、微妙な違いもある。全体的に、戦略経営論は経
営戦略論の延長線上にある理論であり、経済学から様々な概念を借用し、経営戦略をめぐる新たな理
論潮流と言える。戦略経営論の研究テーマは、競争諸力（Porter の五つの力）の分析を中心に設定
され、後に資源、コンピタンス、ケイパビリティといったものに力点が移していった（Teece, 2013: 
86）。一方で、琴坂将広の『経営戦略原論』によると、経営戦略の理論化は、外部環境分析（1980年初、
Porter の五つの力論）と内部環境分析（1980年代後半、Barney の資源ベース論）によって構築された。
従って、戦略経営論と経営戦略論は同じ歴史を持っているものと見なされる。ところが、21世紀を迎え、
経営戦略論は新たな局面に突入した。急速な成長を果たした新興企業や、世界市場を舞台として寡占
企業間の競争を分析することから、Porter、Barney の理論に対しても疑問の声が生まれてきた。こう
した企業は既存の延長線上からの戦略構築ではなく、あるべき姿の探究から新しい競争のあり方を提
示した。自社のコア・コンピタンスを知ること、産業変化をつかむことでは、こうした特異点的な成
長をつかむことはできない（琴坂、2018：211-212）。例えば、Leonard-Barton（1995）は、「企業が独
自の知識や技術を構築して競争優位を獲得し、コア・ケイパビリティを強化すると、環境に重大な変
化が生じた時、優位性を失わせるコア・リジディティになる可能性も高い」と主張する（Leonard, 邦訳、
2001：53）。これは、将来の環境変化を見据えて自らを変革させるための、よりダイナミックな観点の
重要性を示すことに大きく寄与した。その後、Teece 等（1997）は、「ダイナミック・ケイパビリティ
論」を提示した。以上のような戦略論の発展を概観することにより、戦略経営論は、経営戦略論の延
長線上にある理論と言える。「外部環境分析」と「内部環境分析」に基づいた経営戦略論を区別するた
めに、戦略経営論と名前つけられた。

４ 日本では、ダイナミック・ケイパビリティに関するいくつかの書籍が出版されたが、「難解」という
声をよく聞き、存在感が薄いと指摘された（菊澤、2019：3）。欧米の研究者にも、ダイナミック・ケ
イパビリティ論の定義と性質をめぐって、様々な矛盾、重複や対立する定義や解釈が多いため、この
理論は、戦略経営論における最も核心的、難解な課題の一つと言っても過言ではない（Zahra et al.,  
2006: 918; Wang & Ahmed, 2007: 31; Helfat & Peteraf, 2009: 91; Breznik & Hisrich, 2014: 370）。
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ナミック・ケイパビリティ論として、英文で発表され、高く評価されている論文を既存研

究として取り上げ、５つの視点から分類し、レビューしたい。そして、諸視点の問題点と

限界を克服し、より体系的なダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークを構築する

ために、２つの観点から検討したい。一つ目は、ケイパビリティの構成要素、及び各要素

に応じた階級的な順位によって形成される異なるタイプのケイパビリティを明確したい。

二つ目は、第四次産業革命時代における強いダイナミック・ケイパビリティのミクロ的ケ

イパビリティを明確したい。

Ⅱ　ダイナミック・ケイパビリティに関する既存研究レビュー

　ケイパビリティ論は、生産サイド、知識、技能、学習といった面から企業行動の説明を

試みる理論である。その後の進展により、戦略経営論、組織の経済学への２つの流れに分

けられていった（渡部、2010：67）５。本稿は、主に戦略経営論の系譜を中心に議論を展

開したい。戦略経営論では、1980年代初の Porter が提唱した「競争戦略論」をはじめ６、

1980年代後半の Barney が提唱した「資源ベース論」７、1995年の Leonard-Barton が提唱

５ 組織の経済学は、取引コスト論と共に、制度（企業、市場等）の経済学の分析、特にその境界問題を
扱う研究プログラムである（渡部、2010：76）。

６ 競争戦略論は、1980年代初頭に Porter（1980）が初めて提唱した。Porter（1980）によれば、競争圧
力の強い業界では、企業は利益を得ることが難しいので、競争圧力の弱い業界を選ぶべきであると主
張する。企業は競争圧力の弱い業界を見出すためには、「供給企業の交渉力」、「買い手の交渉力」、「競
争企業間の敵対関係」、「新規参入者の脅威」、「代替品の脅威」という五つの力（ファイブ・フォース・
モデル）の観点から検討しなければならない（Porter, 1995、邦訳：18）。従って、Porter（1980）の
議論の本質は、業界構造が企業行為を決定し、その行為が生み出すという「状況決定論」である。実
際に、Porter（1980）のアプローチは、補完性、経路依存性、支援制度といった要素が果たす役割を
はじめとする競争環境の多くの側面を無視している。業界状況が企業活動を決定するならば、同じ
業界の様々な企業の業績の差違を解釈できないのではないだろうか（Teece, 邦訳、2013：15；菊澤、
2019：158）。

７ 資源ベース論は、1980年代後半の Wernerfelt（1984）と Barney（1986）が提唱した。彼らによれば、
企業が保有する固有の資源は、その持続的な収益と競争優位を生じさせる。その後の Barney（1991）は、
企業の競争優位を獲得し、維持できる固有の資源をめぐって、「価値（value）」、「希少性（rareness）」、「模
倣困難性（imperfect imitability）」、「代替困難性（non-substitutability）」という４つの条件（VRIN 資源）
を挙げた（Barney, 1991: 106-107, 111-112）。従って、Barney（1991）の議論の本質は、企業固有の特
殊な資源をベースとした「資源ベース論」である。しかし、Barney（1991）が取り上げた「価値」と

「希少性」は同じことであり、トートロジー（同義反復）の表現に落ち込んでいた。さらに、資源の価
値は、市場において製品と顧客などの要因が変化することによって、外生的に変化するものであるため、
資源の異質性（価値と希少性）と固着性（模倣困難性と代替困難性）の存在がはっきり認められない。
言い換えれば、資源ベース論は、製品市場における需要が変化せずに安定的、単純な分析であり、高
速な市場環境に対応できない。
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した「コア・ケイパビリティ論」８、Teece 等（1997）が提唱した「ダイナミック・ケイ

パビリティ論」９、という４つの理論に代表される。

　日本では、ダイナミック・ケイパビリティ論に関する既存研究を中心に論じる研究は10、

主に Teece、Eisenhardt & Martin、Zollo & Winter、Helfat 等の論者の著作を中心にレ

ビューしているが、近年影響力を高めているその他の研究者の研究にはほとんど言及して

いない。さらに重要なのは、日本の既存研究は、ダイナミック・ケイパビリティ論に関す

る体系的な整理と分類が欠如していると考えられる。

　本号では、ダイナミック・ケイパビリティ論の既存研究に基づいて11、ダイナミック・

８ 1990年代に入り、これまで資源ベース論の諸問題を克服するために、資源の異質性やそれを守る方法
といった視点から、資源を組み合わせケイパビリティへの転換が見られる。コア・ケイパビリティ論は、
実際に Prahalad & Hamel（1990）によって提唱された「コア・コンピタンス論」から発展されてきた。
コア・コンピタンスとは、他社には模倣できない自社ならの価値を提供し、顧客に特定の利益をもた
らす、企業内の集団的な学習、様々な生産技術を調整する方法、複数の技術の流れを統合する中核的
な力（スキルと技術）である（Prahalad & Hamel, 1990: 81-82）。Leonard-Barton もこの観点を継承し、
競争優位につながり、規定する一連の知識を「コア・ケイパビリティ」と名つけている（Leonard-Barton,  
1992: 113）。ところが、Leonard-Barton（1995）の研究は、もう一つの重要な観点を提示した。彼女に
よれば、企業が強力なコア・ケイパビリティを持っている同時に、非常に大きなリスクを伴う。その
リスクは、企業が独自の知識や技術を構築して競争優位を獲得し、コア・ケイパビリティを強化する
とかえって、環境に重大な変化が生じた時、優位性を失わせるコア・リジディティになる可能性も高
いと主張する（Leonard, 邦訳、2001：53）。これは、将来の環境変化を見据えて自らを変革させるため 
の、よりダイナミックな観点の重要性を示すことに大きい寄与した。

９ Teece & Pisano（1994）と Teece 等（1997）の早期の論文は、議論が重複するところが多いため、最
初に「ダイナミック・ケイパビリティ」というコンセプトを提示したのかは定かではない。Teece 等

（1997）の論文は、2003年に、戦略経営学会（Strategic Management Society）において最優秀論文賞
を受賞している。「サイエンス・ウィッチ（Science Watch）」によれば、この論文は世界の経営学・
経済学分野における上位100の学術誌において、1995年から2005年の間に最も引用された論文である

（Teece, 邦訳、2013：xv）。Morant 等（2018）によれば、Teece, Pisano, Shuen 三人の論文はほぼ5164
件である（Morant et al., 2018: 48）。

10 例えば、黄雅雯氏（2011）の「ダイナミック・ケイパビリティ論の課題と可能性」、福澤光啓氏（2013）
の「ダイナミック・ケイパビリティ（組織学会編『組織論レビューⅡ』第二章）」、加納広和氏（2016）
の「ダイナミック・ケイパビリティ論の課題と展望―企業家の役割に着目しながら」、木下耕二氏（2016）
の「ダイナミック・ケイパビリティに係わる先行研究の理論的考察」、菊澤（2019）の「ダイナミック・
ケイパビリティをめぐる錯綜した現状（Teece 著『D. J. Teece　ダイナミック・ケイパビリティの企
業理論』序論）」がある。

11 本稿で取り上げるダイナミック・ケイパビリティに関する著作は、Morant 等（2018）が示す、ダイナ
ミック・ケイパビリティ論における「引用率が最も高い著者」、「最も引用された50番目の研究」、「2012
年から2015年までの間にダイナミック・ケイパビリティで最も引用された研究」という３つの指標に
して、2015年以降に影響力のある研究を加えて、既存研究として取り上げる。

（4）
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ナミック・ケイパビリティ論として、英文で発表され、高く評価されている論文を既存研

究として取り上げ、５つの視点から分類し、レビューしたい。そして、諸視点の問題点と

限界を克服し、より体系的なダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークを構築する

ために、２つの観点から検討したい。一つ目は、ケイパビリティの構成要素、及び各要素

に応じた階級的な順位によって形成される異なるタイプのケイパビリティを明確したい。

二つ目は、第四次産業革命時代における強いダイナミック・ケイパビリティのミクロ的ケ

イパビリティを明確したい。

Ⅱ　ダイナミック・ケイパビリティに関する既存研究レビュー

　ケイパビリティ論は、生産サイド、知識、技能、学習といった面から企業行動の説明を

試みる理論である。その後の進展により、戦略経営論、組織の経済学への２つの流れに分

けられていった（渡部、2010：67）５。本稿は、主に戦略経営論の系譜を中心に議論を展

開したい。戦略経営論では、1980年代初の Porter が提唱した「競争戦略論」をはじめ６、

1980年代後半の Barney が提唱した「資源ベース論」７、1995年の Leonard-Barton が提唱

５ 組織の経済学は、取引コスト論と共に、制度（企業、市場等）の経済学の分析、特にその境界問題を
扱う研究プログラムである（渡部、2010：76）。

６ 競争戦略論は、1980年代初頭に Porter（1980）が初めて提唱した。Porter（1980）によれば、競争圧
力の強い業界では、企業は利益を得ることが難しいので、競争圧力の弱い業界を選ぶべきであると主
張する。企業は競争圧力の弱い業界を見出すためには、「供給企業の交渉力」、「買い手の交渉力」、「競
争企業間の敵対関係」、「新規参入者の脅威」、「代替品の脅威」という五つの力（ファイブ・フォース・
モデル）の観点から検討しなければならない（Porter, 1995、邦訳：18）。従って、Porter（1980）の
議論の本質は、業界構造が企業行為を決定し、その行為が生み出すという「状況決定論」である。実
際に、Porter（1980）のアプローチは、補完性、経路依存性、支援制度といった要素が果たす役割を
はじめとする競争環境の多くの側面を無視している。業界状況が企業活動を決定するならば、同じ
業界の様々な企業の業績の差違を解釈できないのではないだろうか（Teece, 邦訳、2013：15；菊澤、
2019：158）。

７ 資源ベース論は、1980年代後半の Wernerfelt（1984）と Barney（1986）が提唱した。彼らによれば、
企業が保有する固有の資源は、その持続的な収益と競争優位を生じさせる。その後の Barney（1991）は、
企業の競争優位を獲得し、維持できる固有の資源をめぐって、「価値（value）」、「希少性（rareness）」、「模
倣困難性（imperfect imitability）」、「代替困難性（non-substitutability）」という４つの条件（VRIN 資源）
を挙げた（Barney, 1991: 106-107, 111-112）。従って、Barney（1991）の議論の本質は、企業固有の特
殊な資源をベースとした「資源ベース論」である。しかし、Barney（1991）が取り上げた「価値」と

「希少性」は同じことであり、トートロジー（同義反復）の表現に落ち込んでいた。さらに、資源の価
値は、市場において製品と顧客などの要因が変化することによって、外生的に変化するものであるため、
資源の異質性（価値と希少性）と固着性（模倣困難性と代替困難性）の存在がはっきり認められない。
言い換えれば、資源ベース論は、製品市場における需要が変化せずに安定的、単純な分析であり、高
速な市場環境に対応できない。
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した「コア・ケイパビリティ論」８、Teece 等（1997）が提唱した「ダイナミック・ケイ

パビリティ論」９、という４つの理論に代表される。

　日本では、ダイナミック・ケイパビリティ論に関する既存研究を中心に論じる研究は10、

主に Teece、Eisenhardt & Martin、Zollo & Winter、Helfat 等の論者の著作を中心にレ

ビューしているが、近年影響力を高めているその他の研究者の研究にはほとんど言及して

いない。さらに重要なのは、日本の既存研究は、ダイナミック・ケイパビリティ論に関す

る体系的な整理と分類が欠如していると考えられる。

　本号では、ダイナミック・ケイパビリティ論の既存研究に基づいて11、ダイナミック・

８ 1990年代に入り、これまで資源ベース論の諸問題を克服するために、資源の異質性やそれを守る方法
といった視点から、資源を組み合わせケイパビリティへの転換が見られる。コア・ケイパビリティ論は、
実際に Prahalad & Hamel（1990）によって提唱された「コア・コンピタンス論」から発展されてきた。
コア・コンピタンスとは、他社には模倣できない自社ならの価値を提供し、顧客に特定の利益をもた
らす、企業内の集団的な学習、様々な生産技術を調整する方法、複数の技術の流れを統合する中核的
な力（スキルと技術）である（Prahalad & Hamel, 1990: 81-82）。Leonard-Barton もこの観点を継承し、
競争優位につながり、規定する一連の知識を「コア・ケイパビリティ」と名つけている（Leonard-Barton,  
1992: 113）。ところが、Leonard-Barton（1995）の研究は、もう一つの重要な観点を提示した。彼女に
よれば、企業が強力なコア・ケイパビリティを持っている同時に、非常に大きなリスクを伴う。その
リスクは、企業が独自の知識や技術を構築して競争優位を獲得し、コア・ケイパビリティを強化する
とかえって、環境に重大な変化が生じた時、優位性を失わせるコア・リジディティになる可能性も高
いと主張する（Leonard, 邦訳、2001：53）。これは、将来の環境変化を見据えて自らを変革させるため 
の、よりダイナミックな観点の重要性を示すことに大きい寄与した。

９ Teece & Pisano（1994）と Teece 等（1997）の早期の論文は、議論が重複するところが多いため、最
初に「ダイナミック・ケイパビリティ」というコンセプトを提示したのかは定かではない。Teece 等

（1997）の論文は、2003年に、戦略経営学会（Strategic Management Society）において最優秀論文賞
を受賞している。「サイエンス・ウィッチ（Science Watch）」によれば、この論文は世界の経営学・
経済学分野における上位100の学術誌において、1995年から2005年の間に最も引用された論文である

（Teece, 邦訳、2013：xv）。Morant 等（2018）によれば、Teece, Pisano, Shuen 三人の論文はほぼ5164
件である（Morant et al., 2018: 48）。

10 例えば、黄雅雯氏（2011）の「ダイナミック・ケイパビリティ論の課題と可能性」、福澤光啓氏（2013）
の「ダイナミック・ケイパビリティ（組織学会編『組織論レビューⅡ』第二章）」、加納広和氏（2016）
の「ダイナミック・ケイパビリティ論の課題と展望―企業家の役割に着目しながら」、木下耕二氏（2016）
の「ダイナミック・ケイパビリティに係わる先行研究の理論的考察」、菊澤（2019）の「ダイナミック・
ケイパビリティをめぐる錯綜した現状（Teece 著『D. J. Teece　ダイナミック・ケイパビリティの企
業理論』序論）」がある。

11 本稿で取り上げるダイナミック・ケイパビリティに関する著作は、Morant 等（2018）が示す、ダイナ
ミック・ケイパビリティ論における「引用率が最も高い著者」、「最も引用された50番目の研究」、「2012
年から2015年までの間にダイナミック・ケイパビリティで最も引用された研究」という３つの指標に
して、2015年以降に影響力のある研究を加えて、既存研究として取り上げる。

（5）
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ケイパビリティ論を「企業ケイパビリティ」12、「企業プロセス」13、「企業ケイパビリティと

プロセスの混合型」14、「企業知識の発展」15、「企業の経営者」16、といった５つの視点から提

示して分析し、その限界を明示することを狙いとする。

１　「企業ケイパビリティ」の視点とその限界

　Teece 等（1997）、Winter（2003）、Zahra 等（2006）、Helfat 等（2007）、Teece（2014a、

2014b）、Barreto 等（2010）、Mikalef 等（2017）、Shamim 等（2019）は、ダイナミック・

ケイパビリティを「企業ケイパビリティ」の視点を中心に次のように論じている。

　１）企業ケイパビリティの視点

　①企業内外のケイパビリティを統合、構築、再配置するケイパビリティ Teece 等（1997）

によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業は急速に変化する環境に適応するた

めに、内外のケイパビリティを統合、構築、再配置する組織および経営者のケイパビリティ」

と定義する（Teece et al., 1997: 515-516）。Teece 等（1997）はダイナミック・ケイパビリティ

と企業の競争優位の間に、関係性があると主張する。企業の競争優位は、企業特定の「ポ

12 「企業ケイパビリティ」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビ
リティは、「企業の資源、ケイパビリティを変えるケイパビリティ」と理解される。この研究の観点に
よれば、本レビューの一つ目視点は、「企業ケイパビリティ」である。

13 「企業プロセス」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティ
は、「一連の組織的かつ戦略的プロセスの集合、或いは高次プロセス」と理解される。この研究の観点
によれば、本レビューの二つ目の視点は、「企業プロセス」である。

14 「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイ
ナミック・ケイパビリティは、「企業のケイパビリティとプロセスの両方にも当てはまる」と理解され
る。この研究の観点によれば、本レビューの三つ目の視点は、「企業のケイパビリティとプロセスの混
合型」である。

15 「企業知識の発展」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティ
は、「様々な資源とケイパビリティを獲得することではなく、企業の知識を発展させることから形成さ
れる」と理解される。この研究の観点によれば、本レビューの四つ目の視点は、「企業知識の発展」で
ある。

16 「企業の経営者」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、
「経営者の能力を指すと考えられ、経営者のロジックと心理学についての議論にもつながるもの」と理
解される。この研究の観点によれば、本レビューの五つ目の視点は、「企業の経営者」である。
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ジション」に依存するだけではなく17、利用可能な「経路（パス）」18、その経路によって形

成される「経営・組織プロセス」19、という三つの要素にあると認識される（Teece et al., 

1997: 516-518）20。

　②企業の低次ケイパビリティを修正するための高次ケイパビリティ

　Winter（2003）によれば、オペレーショナル・ケイパビリティは、「企業が同じ製品と

同じ規模で同じ顧客に生産して販売することを通じて、生計を維持しているならば、この

固定化したプロセスを実行するケイパビリティは、低次のオペレーショナル・ケイパビリ

ティ」と定義する。このようなケイパビリティを持っていれば、企業は現時点で収益を実

現することを可能性にする。対照的に、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業が製品、

生産プロセス、規模と提供される顧客市場の変化を実行するケイパビリティは、高次のダ

イナミック・ケイパビリティ」と定義する（Winter, 2003: 991-992）21。

　Zahra 等（2006）によれば、オペレーショナル・ケイパビリティは、組織の望ましい成

果（有形または無形）を生み出すケイパビリティと見られ、ダイナミック・ケイパビリティ

17 このポジションは、技術、補完的、金融、名誉、構造的、制度、市場構造、組織境界という特定の資
源を指す。特定の資源は、模倣できない、或いは模倣困難な企業特有の資産を指す。このような資産は、
取引費用と移転コストがあるために、企業間で移転するのが難しい、例えば、商業秘密や特殊な製造
設備やエンジニアリング経験などがある（Teece et al., 1997: 521-522）。

18 企業の経路は、過去から現在までの発展過程である。企業の未来がどこまで発展できるのかは、過去
から現在まで移動した経路によって決められる。このような「経路依存性」が存在する理由は、企業
の以前の投資とプロセスは、将来の行動を制限する。学習は局所的に進行するので、学習機会、取引、
生産活動は「過去の活動」をめぐって展開する。また、経路依存に関する概念は、企業の技術的な機
会から解釈できる。産業活動の特定の分野がどの程度速く進歩できるかは、一部には既存の技術的な
機会に影響される（Teece et al., 1997: 522-524）。

19 この「経営・組織プロセス」は、３つ役割を持っている。一つ目の「協調と統合」のプロセスは、経
営者が戦略的優位性を実現するために、企業内の活動を調整、統合し、外部活動と技術の統合を指
す。二つ目の「学習」のプロセスは、統合よりも重要なのは、学習であると言える。学習は、繰り返
しと実験によってタスクをより良いかつ迅速に実行できるプロセスであり、新しい生産機会を生み出
すことができる。三つ目の「再配置」という変革のプロセスは、急速に変化する環境の中で、企業の
資源を再構成する必要性を認識し、必要な変革を達成するケイパビリティを指す。ところが、変革は
コストがかかり、企業は収益の影響を最小限に抑えるプロセスを開発なければならない（Teece et al., 
1997: 518-521）。

20 Teece（2014b）の研究は、前述した（1997年の研究）３つの要素のうちの２つ、「プロセス」と「経路」
に対して新しい解釈や補足説明を与える。例えば、Teece（2014b）によれば、ダイナミック・ケイパ
ビリティは、少なくとも部分的に、企業のトップ・マネジメントの経営スキル、企業家的スキル、リー
ダーシップ・スキルの中にある。そして、プロセスを修正する経営者の能力にある。また、Teece（2014b）
は「経路」を企業の戦略に結びつける。彼によれば、戦略というのは、必然的に過去から受け継がれ
たものによって形成されるが、将来の経路を形成するものであると主張する（Teece, 2019、邦訳：
190-193）。

21 それと対照的に高次ケイパビリティは、またメタ・ケイパビリティと称する（Teece, 2009）。以下では、
基本的に「高次ケイパビリティ」として使われる。

（6）
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ケイパビリティ論を「企業ケイパビリティ」12、「企業プロセス」13、「企業ケイパビリティと

プロセスの混合型」14、「企業知識の発展」15、「企業の経営者」16、といった５つの視点から提

示して分析し、その限界を明示することを狙いとする。

１　「企業ケイパビリティ」の視点とその限界

　Teece 等（1997）、Winter（2003）、Zahra 等（2006）、Helfat 等（2007）、Teece（2014a、

2014b）、Barreto 等（2010）、Mikalef 等（2017）、Shamim 等（2019）は、ダイナミック・

ケイパビリティを「企業ケイパビリティ」の視点を中心に次のように論じている。

　１）企業ケイパビリティの視点

　①企業内外のケイパビリティを統合、構築、再配置するケイパビリティ Teece 等（1997）

によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業は急速に変化する環境に適応するた

めに、内外のケイパビリティを統合、構築、再配置する組織および経営者のケイパビリティ」

と定義する（Teece et al., 1997: 515-516）。Teece 等（1997）はダイナミック・ケイパビリティ

と企業の競争優位の間に、関係性があると主張する。企業の競争優位は、企業特定の「ポ

12 「企業ケイパビリティ」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビ
リティは、「企業の資源、ケイパビリティを変えるケイパビリティ」と理解される。この研究の観点に
よれば、本レビューの一つ目視点は、「企業ケイパビリティ」である。

13 「企業プロセス」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティ
は、「一連の組織的かつ戦略的プロセスの集合、或いは高次プロセス」と理解される。この研究の観点
によれば、本レビューの二つ目の視点は、「企業プロセス」である。

14 「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイ
ナミック・ケイパビリティは、「企業のケイパビリティとプロセスの両方にも当てはまる」と理解され
る。この研究の観点によれば、本レビューの三つ目の視点は、「企業のケイパビリティとプロセスの混
合型」である。

15 「企業知識の発展」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティ
は、「様々な資源とケイパビリティを獲得することではなく、企業の知識を発展させることから形成さ
れる」と理解される。この研究の観点によれば、本レビューの四つ目の視点は、「企業知識の発展」で
ある。

16 「企業の経営者」の視点を中心に議論を展開する論者の観点によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、
「経営者の能力を指すと考えられ、経営者のロジックと心理学についての議論にもつながるもの」と理
解される。この研究の観点によれば、本レビューの五つ目の視点は、「企業の経営者」である。
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ジション」に依存するだけではなく17、利用可能な「経路（パス）」18、その経路によって形
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17 このポジションは、技術、補完的、金融、名誉、構造的、制度、市場構造、組織境界という特定の資
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取引費用と移転コストがあるために、企業間で移転するのが難しい、例えば、商業秘密や特殊な製造
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19 この「経営・組織プロセス」は、３つ役割を持っている。一つ目の「協調と統合」のプロセスは、経
営者が戦略的優位性を実現するために、企業内の活動を調整、統合し、外部活動と技術の統合を指
す。二つ目の「学習」のプロセスは、統合よりも重要なのは、学習であると言える。学習は、繰り返
しと実験によってタスクをより良いかつ迅速に実行できるプロセスであり、新しい生産機会を生み出
すことができる。三つ目の「再配置」という変革のプロセスは、急速に変化する環境の中で、企業の
資源を再構成する必要性を認識し、必要な変革を達成するケイパビリティを指す。ところが、変革は
コストがかかり、企業は収益の影響を最小限に抑えるプロセスを開発なければならない（Teece et al., 
1997: 518-521）。

20 Teece（2014b）の研究は、前述した（1997年の研究）３つの要素のうちの２つ、「プロセス」と「経路」
に対して新しい解釈や補足説明を与える。例えば、Teece（2014b）によれば、ダイナミック・ケイパ
ビリティは、少なくとも部分的に、企業のトップ・マネジメントの経営スキル、企業家的スキル、リー
ダーシップ・スキルの中にある。そして、プロセスを修正する経営者の能力にある。また、Teece（2014b）
は「経路」を企業の戦略に結びつける。彼によれば、戦略というのは、必然的に過去から受け継がれ
たものによって形成されるが、将来の経路を形成するものであると主張する（Teece, 2019、邦訳：
190-193）。

21 それと対照的に高次ケイパビリティは、またメタ・ケイパビリティと称する（Teece, 2009）。以下では、
基本的に「高次ケイパビリティ」として使われる。

（7）
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は、そのオペレーショナル・ケイパビリティを操作するための高次ケイパビリティとして

特徴付けられる（Zahra et al., 2006: 924）22。

　Teece（2014a、2014b）によれば、競争優位を論じる場合には、模倣可能な「オーディ

ナリー・ケイパビリティ」と本質的に模倣困難な「ダイナミック・ケイパビリティ」を区

別する必要があると主張する（Teece, 2019、邦訳：132）23。その中で、強いオーディナリー・

ケイパビリティは、資源ベース論を強調する「VRIN 資源」ではなく、測定できるプラクティ

スやベスト・プラクティスであり24、企業の定型的な業務を遂行することができる。強い

ダイナミック・ケイパビリティは、「署名つきのプロセス（署名つきのプラクティスとビ

ジネスモデル）」25、「VRIN 資源」、「経営者の俊敏なオーケストレーション」という３つの

要素によって構成される（Teece, 2019、邦訳：196、200-201）。

　③企業の資源ベースを創造、拡大、修正するケイパビリティ（潜在的なケイパビリティ）

22 その中で、ダイナミック・ケイパビリティは、企業が確立された唯一、変わらない領域ではない。さ
らに、環境のダイナミズムだけではなく、様々な条件に応じて発展する。ダイナミック・ケイパビリ
ティ自体を所有しても、必ずしも優れた組織のパフォーマンスにつながるわけではない。戦略的目標
を達成するためには、ダイナミック・ケイパビリティを明確にターゲットにして展開する必要がある。
ダイナミック・ケイパビリティの構築と使用は、コストがかかるため、損失や利益のいずれかにつな
がる可能性がある。短期的なパフォーマンスに影響を与えるものがあれば、長期的に重要なものもあ
る。いくつかのダイナミック・ケイパビリティは、オペレーショナル・ケイパビリティが価値を生み
出すための二次的な役割を果たすだけである。ダイナミック・ケイパビリティは様々な状況から発生
し、それらのタイミングと効果は異なる。従って、Zahra 等（2006）は環境ではなく、ダイナミック・
ケイパビリティ自体のダイナミズムを強調する（Zahra et al., 2006: 924-925）。

23 Teece（2014a、2014b）によれば、オーディナリー・ケイパビリティは、仕事を達成する上で（技能的に）
必要な業務的、管理的、ガバナンス関連的な諸機能に関係するものである。ここで強調したいのは、オー
ディナリー・ケイパビリティは、定められた（静態的な）一連の製品やサービスの製造や販売に関連
するものである。オーディナリー・ケイパビリティは、どれだけ獲得され、習熟度がその強さを示し、
通常、実践を通して完全なものになる（Teece, 2019、邦訳：124、196）。

24 一般的に、ベスト・プラクティスは、最善慣行、最良慣行と訳される。それは、ある結果を得るため
に、最も効率のよい技法、手法、プロセス、活動を指す。例えば、Teece（2014a）によれば、業務に
おけるベスト・プラクティスとは、スピード、品質、そして効率性を増大させることである。マネジ
メントにおけるベスト・プラクティスは、パフォーマンスに関わる情報を継続して収集し分析すること、
魅力ある仕事を設定し、短期と長期の目標とリンクさせること、そしてパフォーマンスの高い者を称え、
パフォーマンスの低い者を再教育したり解雇したりすることが含まれる（Teece, 2019、邦訳：129）。

25 「署名」というのは、独自のものであると実感できる。従って、署名つきのプロセスは、署名つきのプ
ロセスとビジネスモデルを含め、業界一般的なベスト・プラクティス以上のものである。そのような
プロセスは、企業は歴史、経験、文化、そして創造性を具現化している。そのようなプロセスは、企
業に深く根ざしているため、その歴史を共有していない他社や、異なる価値観を持つ他社にとって、
それほど簡単に複製できない。もちろん、こうしたプロセスは、長い時間をかけて他社が幾分模倣で
きるようになることもある。「VRIN 資源」は、企業の伝統や過去の経営者の意思決定の産物である。
その結果として、ダイナミック・ケイパビリティは構築される傾向があり、それは模倣が困難であり、
一般に購入できないものである（Teece, 2019、邦訳：135、200-202）。

9

第四次産業革命時代におけるダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークに関する研究（徐　天堯）

　Helfat 等（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「組織（企業）が意

図的に資源ベースを創造、拡大、修正するケイパビリティである」と定義する（Helfat 

et al., 邦訳、2010：６）。この定義に言及した言葉について、彼らは以下の４つの解釈がある。

　第一に、「資源」には、企業が所有、コントロールの対象として、優先的にアクセスで

きるようなケイパビリティだけではなく、有形、無形、人的資源も含める。さらに、企業

は提携を通じて、実際に所有していない他の主体の資源、ケイパビリティに対して優先的

にアクセスすることもできる。Helfat 等（2007）は、ケイパビリティを最も一般的な意味

での「資源」として捉え、組織がその目的を達成するために依存できるものと認識する

（Helfat et al., 邦訳、2010：６）。

　第二に、ダイナミック・ケイパビリティは、それ自体がケイパビリティであるため、組

織の資源ベースの構成要素であり、それ自体が修正、拡大を可能にする。ある特定のダイ

ナミック・ケイパビリティがそれ自体の修正、拡大を実現するのは困難かもしれない、あ

るダイナミック・ケイパビリティが別のダイナミック・ケイパビリティを変えるというの

はあり得る（Helfat et al., 邦訳、2010：７）26。

　第三に、「ケイパビリティ」という言葉は、２つの側面がある。一つの側面は、少なく

とも最低限のタスクを実行できる力を意味する。組織は、ダイナミック・ケイパビリティ

を持っていれば、少なくとも最低限の満足が得られる仕方で資源ベースを変えることがで

きる。もう一つの側面は、ダイナミック・ケイパビリティは反複実行することが可能であ

り、少なくともある程度は確実に実行できるケイパビリティを指す。それは組織の資源ベー

スに生じた一回限りの特殊な変化や個人の先天的な「才能」と区別する必要がある（Helfat 

et al., 邦訳、2010：７- ８）27。

　第四に、「意図的」という言葉は、特殊な意味を持っている。意図性は、機械的な組織活動、

偶然や運と区別する特性となる。それと計画されたわけではないにせよ何らかの目的を暗

に持つ創発的な活動と結びつく（Helfat et al., 邦訳、2010：８）。

　Barreto 等（2010）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業の資源ベース

26 例えば、学習のダイナミック・ケイパビリティは、あらゆるタイプのオペレーショナル・ケイパビリ
ティ、ダイナミック・ケイパビリティの拡大、修正を促進することがよくある。経営者のダイナミック・
ケイパビリティは、イノベーション、買収、提携に関連したダイナミック・ケイパビリティを含め、様々
なタイプのケイパビリティの創造、拡大、修正を実現できる（Helfat et al., 邦訳、2010：７）。

27 Helfat 等（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、パターン化・ルーティン化した活動によっ
て構成される。ダイナミック・ケイパビリティを単純的、日常的な問題解決としてではなく、何らか
のパターン化した要素が必要となる。さらに、ケイパビリティをめぐって意思決定・活用に関わる個
人のパターン化した経験という先天的な才能ではない。先天的な才能は、ダイナミック・ケイパビリティ
でもなければ、他のいかなるタイプのケイパビリティでもない（Helfat et al., 邦訳、2010：８）。

（8）
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は、そのオペレーショナル・ケイパビリティを操作するための高次ケイパビリティとして

特徴付けられる（Zahra et al., 2006: 924）22。

　Teece（2014a、2014b）によれば、競争優位を論じる場合には、模倣可能な「オーディ

ナリー・ケイパビリティ」と本質的に模倣困難な「ダイナミック・ケイパビリティ」を区

別する必要があると主張する（Teece, 2019、邦訳：132）23。その中で、強いオーディナリー・

ケイパビリティは、資源ベース論を強調する「VRIN 資源」ではなく、測定できるプラクティ

スやベスト・プラクティスであり24、企業の定型的な業務を遂行することができる。強い

ダイナミック・ケイパビリティは、「署名つきのプロセス（署名つきのプラクティスとビ

ジネスモデル）」25、「VRIN 資源」、「経営者の俊敏なオーケストレーション」という３つの

要素によって構成される（Teece, 2019、邦訳：196、200-201）。

　③企業の資源ベースを創造、拡大、修正するケイパビリティ（潜在的なケイパビリティ）

22 その中で、ダイナミック・ケイパビリティは、企業が確立された唯一、変わらない領域ではない。さ
らに、環境のダイナミズムだけではなく、様々な条件に応じて発展する。ダイナミック・ケイパビリ
ティ自体を所有しても、必ずしも優れた組織のパフォーマンスにつながるわけではない。戦略的目標
を達成するためには、ダイナミック・ケイパビリティを明確にターゲットにして展開する必要がある。
ダイナミック・ケイパビリティの構築と使用は、コストがかかるため、損失や利益のいずれかにつな
がる可能性がある。短期的なパフォーマンスに影響を与えるものがあれば、長期的に重要なものもあ
る。いくつかのダイナミック・ケイパビリティは、オペレーショナル・ケイパビリティが価値を生み
出すための二次的な役割を果たすだけである。ダイナミック・ケイパビリティは様々な状況から発生
し、それらのタイミングと効果は異なる。従って、Zahra 等（2006）は環境ではなく、ダイナミック・
ケイパビリティ自体のダイナミズムを強調する（Zahra et al., 2006: 924-925）。

23 Teece（2014a、2014b）によれば、オーディナリー・ケイパビリティは、仕事を達成する上で（技能的に）
必要な業務的、管理的、ガバナンス関連的な諸機能に関係するものである。ここで強調したいのは、オー
ディナリー・ケイパビリティは、定められた（静態的な）一連の製品やサービスの製造や販売に関連
するものである。オーディナリー・ケイパビリティは、どれだけ獲得され、習熟度がその強さを示し、
通常、実践を通して完全なものになる（Teece, 2019、邦訳：124、196）。

24 一般的に、ベスト・プラクティスは、最善慣行、最良慣行と訳される。それは、ある結果を得るため
に、最も効率のよい技法、手法、プロセス、活動を指す。例えば、Teece（2014a）によれば、業務に
おけるベスト・プラクティスとは、スピード、品質、そして効率性を増大させることである。マネジ
メントにおけるベスト・プラクティスは、パフォーマンスに関わる情報を継続して収集し分析すること、
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25 「署名」というのは、独自のものであると実感できる。従って、署名つきのプロセスは、署名つきのプ
ロセスとビジネスモデルを含め、業界一般的なベスト・プラクティス以上のものである。そのような
プロセスは、企業は歴史、経験、文化、そして創造性を具現化している。そのようなプロセスは、企
業に深く根ざしているため、その歴史を共有していない他社や、異なる価値観を持つ他社にとって、
それほど簡単に複製できない。もちろん、こうしたプロセスは、長い時間をかけて他社が幾分模倣で
きるようになることもある。「VRIN 資源」は、企業の伝統や過去の経営者の意思決定の産物である。
その結果として、ダイナミック・ケイパビリティは構築される傾向があり、それは模倣が困難であり、
一般に購入できないものである（Teece, 2019、邦訳：135、200-202）。
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　Helfat 等（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「組織（企業）が意

図的に資源ベースを創造、拡大、修正するケイパビリティである」と定義する（Helfat 

et al., 邦訳、2010：６）。この定義に言及した言葉について、彼らは以下の４つの解釈がある。

　第一に、「資源」には、企業が所有、コントロールの対象として、優先的にアクセスで

きるようなケイパビリティだけではなく、有形、無形、人的資源も含める。さらに、企業

は提携を通じて、実際に所有していない他の主体の資源、ケイパビリティに対して優先的

にアクセスすることもできる。Helfat 等（2007）は、ケイパビリティを最も一般的な意味

での「資源」として捉え、組織がその目的を達成するために依存できるものと認識する

（Helfat et al., 邦訳、2010：６）。

　第二に、ダイナミック・ケイパビリティは、それ自体がケイパビリティであるため、組

織の資源ベースの構成要素であり、それ自体が修正、拡大を可能にする。ある特定のダイ

ナミック・ケイパビリティがそれ自体の修正、拡大を実現するのは困難かもしれない、あ

るダイナミック・ケイパビリティが別のダイナミック・ケイパビリティを変えるというの

はあり得る（Helfat et al., 邦訳、2010：７）26。

　第三に、「ケイパビリティ」という言葉は、２つの側面がある。一つの側面は、少なく

とも最低限のタスクを実行できる力を意味する。組織は、ダイナミック・ケイパビリティ

を持っていれば、少なくとも最低限の満足が得られる仕方で資源ベースを変えることがで

きる。もう一つの側面は、ダイナミック・ケイパビリティは反複実行することが可能であ

り、少なくともある程度は確実に実行できるケイパビリティを指す。それは組織の資源ベー

スに生じた一回限りの特殊な変化や個人の先天的な「才能」と区別する必要がある（Helfat 

et al., 邦訳、2010：７- ８）27。

　第四に、「意図的」という言葉は、特殊な意味を持っている。意図性は、機械的な組織活動、

偶然や運と区別する特性となる。それと計画されたわけではないにせよ何らかの目的を暗

に持つ創発的な活動と結びつく（Helfat et al., 邦訳、2010：８）。

　Barreto 等（2010）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業の資源ベース

26 例えば、学習のダイナミック・ケイパビリティは、あらゆるタイプのオペレーショナル・ケイパビリ
ティ、ダイナミック・ケイパビリティの拡大、修正を促進することがよくある。経営者のダイナミック・
ケイパビリティは、イノベーション、買収、提携に関連したダイナミック・ケイパビリティを含め、様々
なタイプのケイパビリティの創造、拡大、修正を実現できる（Helfat et al., 邦訳、2010：７）。

27 Helfat 等（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、パターン化・ルーティン化した活動によっ
て構成される。ダイナミック・ケイパビリティを単純的、日常的な問題解決としてではなく、何らか
のパターン化した要素が必要となる。さらに、ケイパビリティをめぐって意思決定・活用に関わる個
人のパターン化した経験という先天的な才能ではない。先天的な才能は、ダイナミック・ケイパビリティ
でもなければ、他のいかなるタイプのケイパビリティでもない（Helfat et al., 邦訳、2010：８）。

（9）
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を変更する傾向によって形成される問題を体系的に解決する「潜在的なケイパビリティ

（potential ability）」と定義される（Barreto et al., 2010: 271）28。

　④ビッグデータ意思決定ケイパビリティ

　Mikalef 等（2017）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「ビッグデータの意

思決定ケイパビリティを中心に、企業がデータ管理、インフラ、人材を使用してビジネス

競争力に変える洞察を提供するケイパビリティ」と定義される29。この定義は、ビッグデー

タを活用するために、必要なプロセスと資源の投資に焦点を合わせて戦略の整合性を強調

する（Mikalef et al., 2017: １、8-9）30。その後、Shamim 等（2019）は、ビッグデータ意思

決定ケイパビリティに影響を及ぼす要素は、ビッグデータに焦点を当てたリーダーシップ、

ビッグデータの人材管理、ビッグデータのテクノロジー、ビッグデータの組織文化の四つ

があると主張する（Shamim et al., 2019: 3-5）。

　２）企業ケイパビリティの視点に関する問題点と限界

　「企業ケイパビリティ」の視点における諸論者の主要な見解より、ダイナミック・ケイ

パビリティは、企業の資源、ケイパビリティを変えるケイパビリティと理解される。

　第一の問題として、ダイナミック・ケイパビリティは何が変わるか、変わらないかにつ

いて、明確にされていない。例えば、Teece 等（1997）は、ダイナミック・ケイパビリティは、

「企業内外のケイパビリティを統合、構築、再配置するケイパビリティ」であると主張す

るが、Helfat 等（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業の資源ベースを創造、

28 Barreto 等（2010）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、機会と脅威を感知し、タイムリー
に決定を下し、市場指向の決定を下し、企業の資源ベースを変更する傾向という多次元的な構造と見
られる。彼らの研究により、第一に、「体系的」という言葉は、ダイナミック・ケイパビリティは構造
化、持続的なものと見られることを強調する。第二に、「潜在的」という言葉は、意図された効果を生
み出すために、ダイナミック・ケイパビリティがいつでも行使される必要があるという事実を主張する。
第三に、潜在的なレベルが高い場合と低い場合があるため、異なる企業ではダイナミック・ケイパビ
リティのレベルが異なる場合もあり、単に持っているかどうかではないと主張する（Barreto et al., 
2010: 271-273）。

29 組織の意思決定を推進するためのビッグデータの運用は、競争優位に関す重要な洞察を引き出すこと
を目的として、過去数年間で多くの企業の注目を集めている。ところが、これまでの多数の研究は、
主に「ビッグデータの開発ケイパビリティ」を中心に、ビッグデータに関するインフラや分析ツール
などに焦点を当て、人間のスキルや知識などの他の関連資源の連動は、ほとんど無視されてしまった。
そのため、Mikalef 等（2017）、Shamim 等（2019）は、資源のオーケストレーション、戦略および運
用の思考に組み込み、ビッグデータの意思決定ケイパビリティというコンセプトを提示した（Mikalef 
et al., 2017: 1; Shamim et al., 2019: 2）。

30 Mikalef（等）によれば、ビッグデータの価値は使用されるテクノロジーだけに依存するのではなく、
最終的に組織のケイパビリティが注入される関連の大規模な結び付きを通して明らかになる。ビッグ
データにより、これらのケイパビリティを強化することは、競争力のパフォーマンスの向上につなが
るものであり、内部と外部の複数の要因に左右される（Mikalef et al., 2017: 20-21）。
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拡大、修正するケイパビリティ」であると主張する。その中で、資源ベースには、組織が

所有、コントロールできるようなケイパビリティだけではなく、有形・無形・人的資源も

含まれている。

　まず、Helfat 等（2007）は、ケイパビリティと資源をまとめて「資源ベース」と呼ぶの

は不適切であると考えている。その理由は、第一に、資源ベースの本来の定義は、企業の

異質な資源を指し、企業ケイパビリティとは関係ないことがある。第二に、企業ケイパビ

リティの構成要素は、資源だけではなく、様々な経営・組織プロセス、経営陣の行動にも

あることが挙げられる。従って、資源とケイパビリティは、混同できない２つの概念であ

ると言える。そして、Teece 等（1997）と Helfat 等（2007）の定義によれば、ダイナミック・

ケイパビリティとは、企業の資源ベース（ケイパビリティと資源）、あるいはケイパビリティ

を変えるケイパビリティと見なされている。これによって、ダイナミック・ケイパビリティ

は、一体どのようなものを変えるのかを明確にできないため、同義反複の理論になると考

えられる。また、Helfat 等（2007）は、「ダイナミック・ケイパビリティ自体がケイパビ

リティであるため、組織の資源ベースの構成要素となる」と主張する（Helfat et al., 邦訳、

2010：７）。この観点に基づけば、ダイナミック・ケイパビリティ論は「ダイナミックの

資源ベース論」として理解され、ある意味ではダイナミック・ケイパビリティ論をいささ

か後退した理論になるだろう。

　問題二として、Teece 等（1997）、Teece（2014a、2014b）の研究は、企業ケイパビリティ

の中核となる基本要素を、プロセス、ポジション（資源）、経路に分けているが、その中で、

重複した定義があると考えられる。例えば、Teece（2014b）によれば、企業の事業戦略

とビジネスモデルは、「プロセス」に埋め込まれ、企業の「経路」にも、良い戦略や悪い

戦略があると認識される（Teece, 2019、邦訳：190、193）。また、組織プロセスの有効性は、

強力で一貫した価値観によって支えられているならば（Teece, 2019、邦訳：190）、組織

プロセスも経路の影響を受けているのではないだろうか。そのため、Teece（2014b）の

研究は、「プロセス」と「経路」を同義反復の表現になっていると考えられる。

　問題三として、Teece（2014b）によれば、ベスト・プラクティスは、企業管理と業務

上のスピード、品質、効率性を高めることができるため、企業がベスト・プラクティスを

達成すれば、そのオーディナリー・ケイパビリティは強いと見なされる。しかし、時間の

経過とともに変化するであろう、企業ベスト・プラクティスの源泉について説明がない。

言い換えれば、企業のベスト・プラクティスについては、適時性を強調する必要があるた

め、外部環境の変化に適応できない過去のベスト・プラクティスは、「標準以下のプラクティ

ス」となり、企業のオーディナリー・ケイパビリティを弱めてしまうだろうか。

（10）
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を変更する傾向によって形成される問題を体系的に解決する「潜在的なケイパビリティ

（potential ability）」と定義される（Barreto et al., 2010: 271）28。

　④ビッグデータ意思決定ケイパビリティ
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する（Mikalef et al., 2017: １、8-9）30。その後、Shamim 等（2019）は、ビッグデータ意思

決定ケイパビリティに影響を及ぼす要素は、ビッグデータに焦点を当てたリーダーシップ、

ビッグデータの人材管理、ビッグデータのテクノロジー、ビッグデータの組織文化の四つ

があると主張する（Shamim et al., 2019: 3-5）。

　２）企業ケイパビリティの視点に関する問題点と限界

　「企業ケイパビリティ」の視点における諸論者の主要な見解より、ダイナミック・ケイ

パビリティは、企業の資源、ケイパビリティを変えるケイパビリティと理解される。

　第一の問題として、ダイナミック・ケイパビリティは何が変わるか、変わらないかにつ

いて、明確にされていない。例えば、Teece 等（1997）は、ダイナミック・ケイパビリティは、

「企業内外のケイパビリティを統合、構築、再配置するケイパビリティ」であると主張す

るが、Helfat 等（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業の資源ベースを創造、

28 Barreto 等（2010）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、機会と脅威を感知し、タイムリー
に決定を下し、市場指向の決定を下し、企業の資源ベースを変更する傾向という多次元的な構造と見
られる。彼らの研究により、第一に、「体系的」という言葉は、ダイナミック・ケイパビリティは構造
化、持続的なものと見られることを強調する。第二に、「潜在的」という言葉は、意図された効果を生
み出すために、ダイナミック・ケイパビリティがいつでも行使される必要があるという事実を主張する。
第三に、潜在的なレベルが高い場合と低い場合があるため、異なる企業ではダイナミック・ケイパビ
リティのレベルが異なる場合もあり、単に持っているかどうかではないと主張する（Barreto et al., 
2010: 271-273）。

29 組織の意思決定を推進するためのビッグデータの運用は、競争優位に関す重要な洞察を引き出すこと
を目的として、過去数年間で多くの企業の注目を集めている。ところが、これまでの多数の研究は、
主に「ビッグデータの開発ケイパビリティ」を中心に、ビッグデータに関するインフラや分析ツール
などに焦点を当て、人間のスキルや知識などの他の関連資源の連動は、ほとんど無視されてしまった。
そのため、Mikalef 等（2017）、Shamim 等（2019）は、資源のオーケストレーション、戦略および運
用の思考に組み込み、ビッグデータの意思決定ケイパビリティというコンセプトを提示した（Mikalef 
et al., 2017: 1; Shamim et al., 2019: 2）。

30 Mikalef（等）によれば、ビッグデータの価値は使用されるテクノロジーだけに依存するのではなく、
最終的に組織のケイパビリティが注入される関連の大規模な結び付きを通して明らかになる。ビッグ
データにより、これらのケイパビリティを強化することは、競争力のパフォーマンスの向上につなが
るものであり、内部と外部の複数の要因に左右される（Mikalef et al., 2017: 20-21）。
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拡大、修正するケイパビリティ」であると主張する。その中で、資源ベースには、組織が

所有、コントロールできるようなケイパビリティだけではなく、有形・無形・人的資源も

含まれている。

　まず、Helfat 等（2007）は、ケイパビリティと資源をまとめて「資源ベース」と呼ぶの

は不適切であると考えている。その理由は、第一に、資源ベースの本来の定義は、企業の

異質な資源を指し、企業ケイパビリティとは関係ないことがある。第二に、企業ケイパビ

リティの構成要素は、資源だけではなく、様々な経営・組織プロセス、経営陣の行動にも

あることが挙げられる。従って、資源とケイパビリティは、混同できない２つの概念であ

ると言える。そして、Teece 等（1997）と Helfat 等（2007）の定義によれば、ダイナミック・

ケイパビリティとは、企業の資源ベース（ケイパビリティと資源）、あるいはケイパビリティ

を変えるケイパビリティと見なされている。これによって、ダイナミック・ケイパビリティ

は、一体どのようなものを変えるのかを明確にできないため、同義反複の理論になると考

えられる。また、Helfat 等（2007）は、「ダイナミック・ケイパビリティ自体がケイパビ

リティであるため、組織の資源ベースの構成要素となる」と主張する（Helfat et al., 邦訳、
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（11）
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　問題四として、Teece（2014a、2014b）は、強いダイナミック・ケイパビリティとコア・

ケイパビリティを明確に区別していないと考えられる。例えば、Teece（2014a、2014b）は、

「強いダイナミック・ケイパビリティの署名つきのプロセスは、その企業の歴史を共有し

ていない他社、異なる価値観を持つ他社にとって、簡単に複製できるものではない。さら

に、こうしたプロセスは、基本的に知識に対する暗黙的要素の多さのために、かなりの期

間、署名つきのプロセスは効果的に維持できる可能性があるため、少なくともしばらくの

間、異質性の重要な源泉になる」と主張する（Teece, 2019、邦訳：135、200）。一方で、

Leonard-Barton（1995）は、「コア・ケイパビリティは、企業の価値観と規範を基に、知

識創造の活動を通じて時間をかけて築き上げたものであって、容易く模倣できるものでは

ない」と主張する（Leonard, 邦訳、2001：４、28-30）。従って、Teece（2014a、2014b）

の研究は、強いオーディナリー・ケイパビリティと強いダイナミック・ケイパビリティの

間に、弱いダイナミック・ケイパビリティが存在する可能性を見過ごしていると考えられ

る。

２　「企業プロセス」の視点とその限界

　Eisenhardt & Martin（2000）、Zollo & Winter（2002）は、ダイナミック・ケイパビリティ

を「企業プロセス」の視点を中心に次のように論じている。

　１）企業プロセスの視点

　①資源を整合、再配置、獲得、解放するプロセス

　Eisenhardt & Martin（2000）は、ダイナミック・ケイパビリティを、「企業が資源を整

合、再配置、獲得、解放することにより、市場の変化に対応し、さらに市場の変化を創造

するプロセスであり、市場が出現、衝突、分割、進化、そして滅亡に至る、新しい資源構

造を達成するための組織的かつ戦略的ルーティン（プロセス）」と定義する（Eisenhardt & 

Martin, 2000: 1107）31。

　Eisenhardt & Martin（2000）はダイナミック・ケイパビリティに対して、４つの論点

を示している。第一に、ダイナミック・ケイパビリティは、曖昧かつ重複定義される概念

ではなく、識別可能な特定の戦略意思決定と組織のプロセスによって構成される。これら

31 プロセスは、また企業のルーティンとも呼ばれる。例えば、Zollo & Winter（2002）によれば、ルーティ
ンは、企業内部または外部の多様な刺激に対する組織特有の反応であり、安定的な行動パターンであ
る（Zollo & Winter, 2002: 339）。また、Teece（2014b）によれば、企業の一般的なプロセスはルーティ
ンと同じものとして見なされる（Teece, 2019、邦訳：201）。
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のプロセスは、３つの共通の特徴がある。一つ目は、資源を統合するプロセスである32。

二つ目は、資源を再配置するプロセスである33。三つ目は、資源を獲得、解放するプロセ

スである34。これらの共通点が出現する理由は、特定の組織、人間関係、および技術的な

課題に対処する方法が少ないため、特定のケイパビリティによって解決しなければならな

いからである。例えば、提携、戦略的意思決定、知識仲介などの「ベスト・プラクティス」

である（Eisenhardt & Martin, 2000: 1106-1108）。

　第二に、ダイナミック・ケイパビリティは、伝統的な資源ベース論よりも、企業間でよ

り高い等価性（equifinality）、同質性（homogeneity）、および代替可能性（substitutability）

を持っているため、それ自体が持続的な競争上の優位性の源になる可能性が低いことを示

唆している35。等価性と同質性は、管理者が様々な出発点からダイナミック・ケイパビリ

ティを開発し、特定の経路を取り、開発の終わるまでは同じような属性があるため、同じ

ダイナミック・ケイパビリティは複数の経路がある。代替可能性は、ダイナミック・ケイ

パビリティが等価性と同質性を持ちしながらも細かい点において異なっているため、代替

可能なものが複数存在していることを意味する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1106、1109-

1110）。

　第三に、ダイナミック・ケイパビリティの効果的なパターンは、市場のダイナミズムに

よって変化する。変化が安定した業界構造で起こるように適度にダイナミックの市場で

32 例えば、収益を生み出す製品やサービスを生み出すために、経営者が様々なスキルと機能的背景を組
み合わせる製品開発ルーティンは、ダイナミック・ケイパビリティである。同様に、経営者が様々な
ビジネス、機能、および個人の専門知識を統合し、戦略的な意思決定を下すこともダイナミック・ケ
イパビリティである（Eisenhardt & Martin, 2000: 1107-1108）。

33 例えば、経営者が複製および仲介のためのルーティンを含む転送プロセスは、企業内で資源、特に知
識ベースの資源をコピー、転換、および再結合するために使用される（Eisenhardt & Martin, 2000: 
1107-1108）。

34 例えば、管理者と従業員が社内で新しい考え方を構築するための知識創造プロセスが含まれ、最先
端の知識が効果的な戦略とパフォーマンスにとって不可欠である。また、外部から企業に新しい資
源を取り込むための提携や買収の手順も含まれる。また、競争優位をもはやもたらさない資源の組
み合わせを捨てるプロセスも、市場が変化するにつれて重要なダイナミック・ケイパビリティである

（Eisenhardt & Martin, 2000: 1107-1108）。
35 また、資源ベースの観点は高速市場で破綻し、戦略的な課題は競争優位性の維持であり、その優位性

が本質的には予測不可能である。ダイナミック・ケイパビリティは、企業間で複製できるため、競争
優位に対する価値は、それ自体ではなく、作成する資源配置にあると主張する。従って、ダイナミック・
ケイパビリティ自体は、長期的な競争優位の源ではなく、競合他社よりも速く、俊敏に、偶然性によ
りダイナミック・ケイパビリティを使用し、この利点を備えた資源構成を作成する。すなわち、効果
的なダイナミック・ケイパビリティは、長期的な競争優位のために必要な条件であるが、十分な条件
ではない。ダイナミック・ケイパビリティは新しい資源を配置し、一時的な競争優位を追求する。時
間は戦略の重要な側面であり、競争優位性を推進するダイナミック・ケイパビリティ自体が、不安定
なプロセスであり、持続することが難しいと主張する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1106）。

（12）
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は36、ダイナミック・ケイパビリティは従来のルーティンの概念に類似していて、既存の知

識に大きく依存し、複雑で詳細な分析プロセスによって予測可能な結果を生み出す。対照

的に、産業構造が安定しない高速市場では37、ダイナミック・ケイパビリティは異なる性

質を持っているため38、経験的、不安定なプロセスであり、素早く創造された新しい知識

と反復的な実行に依存して、予測不可能な結果を生み出す（Eisenhardt & Martin, 2000: 

1106）39。

　第四に、ダイナミック・ケイパビリティは、繰り返し練習、間違い、経験のペーシン

36 適度にダイナミックの市場は、変化が頻繁に発生する市場であるが、大まかに予測可能で線形の経路
に沿っている。それらは、比較的に安定した産業構造を有しているので、市場の境界は明確であり、
参入者（競合他社、顧客、補完者）は既知である。この市場では、効果的なダイナミック・ケイパビ
リティは既存の知識に大きく依存する。管理者は、既存の暗黙知や経験に照らして状況を分析し、秩
序がある方法で活動を計画する。彼らは、分析の開始から終わりまで、線形かつ予測可能で比較的安
定した効率的なプロセスを開発できる（Eisenhardt & Martin, 2000: 1110）。

37 高速市場の場合、変化は非線形で予測が困難になる。その市場の境界が曖昧になり、成功するビジネ
スモデルが明確ではなく、市場参加者（購入者、供給者、競合者、補完者）が曖昧で変化している。
業界全体の構造は明確ではなく、可能性のある将来の状態を事前に指定することは不可能である。こ
れらの市場では、ダイナミック・ケイパビリティは、既存の知識に依存せず、状況に応じて新しい知
識を迅速に生み出すことに依存する。管理者が過去の経験や状況に頼りすぎると、既存の知識が不利
な要素になる（Eisenhardt & Martin, 2000: 1111-1112）。

38 高速市場では、詳細で正式な慣行が欠如していても、暗黙の知識の広範な使用や、複雑な社会慣行を
意味するものではない。逆に、ダイナミック・ケイパビリティでは、状況に特化した新しい知識の創
造が際立って伴う。高速市場でのダイナミック・ケイパビリティは、迅速に学習するため経験的行動
により、新しい知識を迅速に作り出し、既存の知識を補うことによって行われる。そのため、ダイナ
ミック・ケイパビリティはプロトタイピングと早期テストを使用して新しい知識を素早く習得する。
このような行動は、わずかな損失と即時のフィードバックを通じて迅速な学習を生み出し、反復的に
進行する。ダイナミック・ケイパビリティはまた、リアルタイム情報、機能横断的な関係、およびプ
ロセスに関する人々と外部市場との間における、徹底的したコミュニケーションに依存する。リアル
タイムの情報によって、個人が情報から遠く離れているときよりも早く問題や機会が発見されるの
で、行動を調整する必要性が早くから通知される。リアルタイム情報はまた、管理者がより早く理解
できるように、市場への直感を確立し、状況を理解し、より迅速にそれに適応することを可能にする

（Eisenhardt & Martin, 2000: 1112）。
39 これらのプロセスやルーティンは、単純であるため、管理者が把握できる構造は少なく、忘れやすく

なる。この忘れがちな傾向は、高回転率と急速な成長によって悪化している。これは、高速市場の企
業によく見られる。より専門的に言えば、これらの即興プロセスは消散的であり、軌道上にとどま
るためには、一定のエネルギーが必要であることを意味する。それらは、「カオスの端」と呼ばれる
こともある、多すぎる、または少なすぎる構造に滑り込むという、絶えず不安定な状態にある。その
時、管理するのが難しいのは、最適な量の構造である。そのため、ダイナミック・ケイパビリティが
高速市場で持続することが難しくなる。適度にダイナミックの市場では、競争上の優位性は会社の外
部からは失われやすいが、高速市場では、競争上の優位性に対する脅威は、社外からだけではなく、
ダイナミック・ケイパビリティの潜在的な崩壊を通じて、社内から潜伏的にも生じる（Eisenhardt & 
Martin, 2000: 1113）。
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グ（pacing）40、という「学習メカニズム」によって進化する。まず、繰り返しの練習は、

人々がプロセスをより完全に理解し、それによって効果的なルーティンを開発するのを助

ける41。次に、成功や大きな失敗に比べ、小さな間違いは効果的な学習に貢献する。成功

はしばしば管理者の注目を集めない、大きな失敗は学習を妨げるかもしれないが、小さな

失敗は、学習に対する最大の動機を提供する。そのような失敗は個人にプロセスについて

より関心を持たせ、学習を妨げるものではない。ペーシングの早すぎる経験は管理者を圧

倒し、経験を意味のある学習に変えることができなくなる。同様に、ペーシングの遅い経

験は以前に学んだことを忘れる可能性があるため、知識の蓄積もほとんどない状態になる

（Eisenhardt & Martin, 2000: 1114-1115）。

　②オペレーショナル・ルーティンを修正するための高次ルーティン

　Zollo & Winter（2002）によれば、オペレーショナル・ルーティンは、企業の業務上の

ケイパビリティに適した活動である。Zollo & Winter（2002）は、ダイナミック・ケイパ

ビリティを、「企業が有効性の改善を追求し、オペレーショナル・ルーティンの修正を体

系的に実現するために、集合的な学習された安定した集団活動のパターン」と定義する42。

この定義は、ケイパビリティをケイパビリティとして定義するというトートロジーを回避

することに加え、ダイナミック・ケイパビリティが作動する対象としてのオペレーショナ

ル・ルーティンを明確に区別する利点がある。そして、「学習された安定的なパターン」、「体

系的に」という言葉は、ダイナミック・ケイパビリティが構造化されていて永続的である

ことを強調している（Zollo & Winter, 2002: 339-340）。

　２）企業プロセスの視点に関する問題点と限界

　「企業プロセス」の視点における諸論者の主要な見解によれば、ダイナミック・ケイパ

ビリティは、「一連の組織的かつ戦略的プロセスの集合、或いは高次プロセス」と理解さ

れる。その中で、特に Eisenhardt & Martin（2000）の論点は、Teece（1997）が提唱し

40 ペーシング（pacing）は、ペース（速度、歩調）の意味を持っている。
41 繰り返しの練習は、ダイナミック・ケイパビリティの開発に役立つが、そのような経験をテクニック

と正式な手順にまとめることは、そうした経験を適用することをより簡単にし、ルーティンの構築も
加速する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1114）。

42 この学習された安定的なパターンは、経験の累積、知識の明瞭化、知識の体系化によって構成される。
経験の累積とは、オペレーショナル・ルーティンを中心に、暗黙的かつ半自動的に個人によって行わ
れることである。投資の内容は、従業員の安定性、業績監視システム、強力なインセンティブであり、
投資コストは最も小さい。知識の明瞭化とは、議論、調査、業績評価プロセスを通じて、行動と成果
との因果関係を明らかにする組織的で明示的な努力である。投資の内容は、会議、聞き取り調査であり、
投資コストは比較的大きい。知識の体系化とは、前述した明瞭化によって得られた知識をマニュアル、
書類、ソフトウェアにまとめる活動で、行動と成果との因果関係への理解を深めるものである。それは、
明示的、意図的、議論、ツールや書類の作成である（Zollo & Winter, 2002: 340-341, 344-346）。

（14）
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は36、ダイナミック・ケイパビリティは従来のルーティンの概念に類似していて、既存の知

識に大きく依存し、複雑で詳細な分析プロセスによって予測可能な結果を生み出す。対照

的に、産業構造が安定しない高速市場では37、ダイナミック・ケイパビリティは異なる性

質を持っているため38、経験的、不安定なプロセスであり、素早く創造された新しい知識

と反復的な実行に依存して、予測不可能な結果を生み出す（Eisenhardt & Martin, 2000: 

1106）39。

　第四に、ダイナミック・ケイパビリティは、繰り返し練習、間違い、経験のペーシン

36 適度にダイナミックの市場は、変化が頻繁に発生する市場であるが、大まかに予測可能で線形の経路
に沿っている。それらは、比較的に安定した産業構造を有しているので、市場の境界は明確であり、
参入者（競合他社、顧客、補完者）は既知である。この市場では、効果的なダイナミック・ケイパビ
リティは既存の知識に大きく依存する。管理者は、既存の暗黙知や経験に照らして状況を分析し、秩
序がある方法で活動を計画する。彼らは、分析の開始から終わりまで、線形かつ予測可能で比較的安
定した効率的なプロセスを開発できる（Eisenhardt & Martin, 2000: 1110）。

37 高速市場の場合、変化は非線形で予測が困難になる。その市場の境界が曖昧になり、成功するビジネ
スモデルが明確ではなく、市場参加者（購入者、供給者、競合者、補完者）が曖昧で変化している。
業界全体の構造は明確ではなく、可能性のある将来の状態を事前に指定することは不可能である。こ
れらの市場では、ダイナミック・ケイパビリティは、既存の知識に依存せず、状況に応じて新しい知
識を迅速に生み出すことに依存する。管理者が過去の経験や状況に頼りすぎると、既存の知識が不利
な要素になる（Eisenhardt & Martin, 2000: 1111-1112）。

38 高速市場では、詳細で正式な慣行が欠如していても、暗黙の知識の広範な使用や、複雑な社会慣行を
意味するものではない。逆に、ダイナミック・ケイパビリティでは、状況に特化した新しい知識の創
造が際立って伴う。高速市場でのダイナミック・ケイパビリティは、迅速に学習するため経験的行動
により、新しい知識を迅速に作り出し、既存の知識を補うことによって行われる。そのため、ダイナ
ミック・ケイパビリティはプロトタイピングと早期テストを使用して新しい知識を素早く習得する。
このような行動は、わずかな損失と即時のフィードバックを通じて迅速な学習を生み出し、反復的に
進行する。ダイナミック・ケイパビリティはまた、リアルタイム情報、機能横断的な関係、およびプ
ロセスに関する人々と外部市場との間における、徹底的したコミュニケーションに依存する。リアル
タイムの情報によって、個人が情報から遠く離れているときよりも早く問題や機会が発見されるの
で、行動を調整する必要性が早くから通知される。リアルタイム情報はまた、管理者がより早く理解
できるように、市場への直感を確立し、状況を理解し、より迅速にそれに適応することを可能にする

（Eisenhardt & Martin, 2000: 1112）。
39 これらのプロセスやルーティンは、単純であるため、管理者が把握できる構造は少なく、忘れやすく

なる。この忘れがちな傾向は、高回転率と急速な成長によって悪化している。これは、高速市場の企
業によく見られる。より専門的に言えば、これらの即興プロセスは消散的であり、軌道上にとどま
るためには、一定のエネルギーが必要であることを意味する。それらは、「カオスの端」と呼ばれる
こともある、多すぎる、または少なすぎる構造に滑り込むという、絶えず不安定な状態にある。その
時、管理するのが難しいのは、最適な量の構造である。そのため、ダイナミック・ケイパビリティが
高速市場で持続することが難しくなる。適度にダイナミックの市場では、競争上の優位性は会社の外
部からは失われやすいが、高速市場では、競争上の優位性に対する脅威は、社外からだけではなく、
ダイナミック・ケイパビリティの潜在的な崩壊を通じて、社内から潜伏的にも生じる（Eisenhardt & 
Martin, 2000: 1113）。
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グ（pacing）40、という「学習メカニズム」によって進化する。まず、繰り返しの練習は、

人々がプロセスをより完全に理解し、それによって効果的なルーティンを開発するのを助

ける41。次に、成功や大きな失敗に比べ、小さな間違いは効果的な学習に貢献する。成功

はしばしば管理者の注目を集めない、大きな失敗は学習を妨げるかもしれないが、小さな

失敗は、学習に対する最大の動機を提供する。そのような失敗は個人にプロセスについて

より関心を持たせ、学習を妨げるものではない。ペーシングの早すぎる経験は管理者を圧

倒し、経験を意味のある学習に変えることができなくなる。同様に、ペーシングの遅い経

験は以前に学んだことを忘れる可能性があるため、知識の蓄積もほとんどない状態になる

（Eisenhardt & Martin, 2000: 1114-1115）。

　②オペレーショナル・ルーティンを修正するための高次ルーティン

　Zollo & Winter（2002）によれば、オペレーショナル・ルーティンは、企業の業務上の

ケイパビリティに適した活動である。Zollo & Winter（2002）は、ダイナミック・ケイパ

ビリティを、「企業が有効性の改善を追求し、オペレーショナル・ルーティンの修正を体

系的に実現するために、集合的な学習された安定した集団活動のパターン」と定義する42。

この定義は、ケイパビリティをケイパビリティとして定義するというトートロジーを回避

することに加え、ダイナミック・ケイパビリティが作動する対象としてのオペレーショナ

ル・ルーティンを明確に区別する利点がある。そして、「学習された安定的なパターン」、「体

系的に」という言葉は、ダイナミック・ケイパビリティが構造化されていて永続的である

ことを強調している（Zollo & Winter, 2002: 339-340）。

　２）企業プロセスの視点に関する問題点と限界

　「企業プロセス」の視点における諸論者の主要な見解によれば、ダイナミック・ケイパ

ビリティは、「一連の組織的かつ戦略的プロセスの集合、或いは高次プロセス」と理解さ

れる。その中で、特に Eisenhardt & Martin（2000）の論点は、Teece（1997）が提唱し

40 ペーシング（pacing）は、ペース（速度、歩調）の意味を持っている。
41 繰り返しの練習は、ダイナミック・ケイパビリティの開発に役立つが、そのような経験をテクニック

と正式な手順にまとめることは、そうした経験を適用することをより簡単にし、ルーティンの構築も
加速する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1114）。

42 この学習された安定的なパターンは、経験の累積、知識の明瞭化、知識の体系化によって構成される。
経験の累積とは、オペレーショナル・ルーティンを中心に、暗黙的かつ半自動的に個人によって行わ
れることである。投資の内容は、従業員の安定性、業績監視システム、強力なインセンティブであり、
投資コストは最も小さい。知識の明瞭化とは、議論、調査、業績評価プロセスを通じて、行動と成果
との因果関係を明らかにする組織的で明示的な努力である。投資の内容は、会議、聞き取り調査であり、
投資コストは比較的大きい。知識の体系化とは、前述した明瞭化によって得られた知識をマニュアル、
書類、ソフトウェアにまとめる活動で、行動と成果との因果関係への理解を深めるものである。それは、
明示的、意図的、議論、ツールや書類の作成である（Zollo & Winter, 2002: 340-341, 344-346）。

（15）
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た主張に反している。Teece 等（1997）は、「持続的競争優位の源泉はダイナミック・ケ

イパビリティである」と主張するが、Eisenhardt & Martin（2000）は、「ダイナミック・

ケイパビリティは直接的に持続的競争優位には繋がらない」と主張する。

　問題五として、ダイナミック・ケイパビリティは模倣可能な「ベスト・プラクティス」

であるのか（Eisenhardt & Martin, 2000）、あるいは模倣困難なケイパビリティであるの

か（Teece, 2014a, 2014b）、いずれであるのかを明確にする必要がある。実際に、両者の

見解には多くの共通点がある。例えば、彼らによれば、ダイナミック・ケイパビリティを、「資

源の再配置と一連の戦略的プロセスを通じて、市場の変化に対応し、さらに市場の変化

を創造できるもの」ということを定義している（Eisenhardt & Martin, 2000: 1107; Teece, 

2019、邦訳：133-135）。しかし、両者のダイナミック・ケイパビリティの見方に次のよう

な違いが見られる。Eisenhardt & Martin（2000）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「識

別可能なプロセスと代替可能性があり、ベスト・プラクティスであるため、企業の競争優

位につながらない」と主張する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1106-1110）。他方、Teece

（2014a、2014b）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「識別可能なプロセスとベスト・

プラクティスではなく、署名つきのプロセスと模倣困難性があるため、企業の競争優位に

つながる」と主張する（Teece, 2019、邦訳：133-135）。

３　「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点とその限界

　Teece（2007）、Wang & Ahmed（2007）、Pavlou & EL Sawy（2011）、Li & Liu（2014）

は、ダイナミック・ケイパビリティを「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点

を中心に次のように論じている。

　１）「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点

　①企業の脅威を感知、機会を捕捉、資源を再配置するケイパビリティ

　Teece（2007）は、1997年の研究をより一層発展させて、ダイナミック・ケイパビリティ

を「感知、捕捉、再配置」という３つのケイパビリティに分解して論じている（Teece, 邦訳、

2013：５）43。感知ケイパビリティは、企業が高速で流動するグローバルな競争環境の下で、

新しい機会や脅威を感知するために、新しい技術を選択し、外部技術を活用し、イノベー

ションを活用し、顧客ニーズを特定するプロセスである。捕捉ケイパビリティは、機会の

捕捉のための戦略的意思決定の実行ケイパビリティである。再配置ケイパビリティは、企

43 具体的な定義は、ダイナミック・ケイパビリティは、機会と脅威の感知・具体化、機会の捕捉、企業の無形・
有形資産の強化・結合・保護に加え、必要な場合に行われるその再配置を通じた競争力の維持、といっ
たことに必要とされるケイパビリティである（Teece, 邦訳、2013：5）。

17

第四次産業革命時代におけるダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークに関する研究（徐　天堯）

業が持続的な収益性を実現するために、自社の成長に合わせ、市場と技術の変化に合わせ、

資産や組織構造の再配置を進めていくケイパビリティである（Teece, 邦訳、2013：10、

18、37）。

　②特定のプロセスと共通のケイパビリティ

　Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを、「企業の行動指向、そ

の資源とケイパビリティを常に統合、構築、更新、再配置するプロセス」と定義するが44、「適

応、吸収、革新」のケイパビリティという共通の特徴を構成すると主張する。その定義よ

り、適応ケイパビリティは、企業が新興市場の機会を識別し、活用するケイパビリティで

ある。吸収ケイパビリティは、企業が新しい外部情報の価値を識別し、それを吸収してビ

ジネスに応用するケイパビリティである。革新ケイパビリティは、企業が戦略的なイノベー

ション指向と行動やプロセスを組み合わせることによって、企業が新製品や市場を開発す

るケイパビリティである（Wang & Ahmed, 2007: 35, 37-39）45。

　③感知、学習、統合、協調のケイパビリティとプロセス

　Pavlou & EL Sawy（2011）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「測定可能

なモデルであり、既存のオペレーショナル・ケイパビリティを環境に適した新しいケイパ

ビリティを再配置するために、一連の感知、学習、統合、協調のケイパビリティとプロセ

44 Wang & Ahmed（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは単なるケイパビリティではな
く、それがプロセスに組み込まれていると主張する。なぜなら、プロセスは、明示的または体系化可
能な構造と資源の組み合わせであるため、社内または企業間でより簡単に移転できる。プロセスに埋
め込まれた暗黙の要素（ノウハウやリーダーシップなど）の両方をカプセル化するものは、企業に固
有のものであることが多く、企業の資源の間の複雑な相互作用を通じて、時間の経過とともに発展す
る（Wang & Ahmed, 2007: 35）。

45 Wang & Ahmed（2007）によれば、企業の長期的な競争優位は、変化する環境に対応してコア・ケイ
パビリティをアップグレード、再配置することを通じて実現できる。企業の競争優位性を理解するた
めに、Wang & Ahmed（2007）は、「階級的なレベル」で企業の資源とケイパビリティを分類して考
察している。彼らによれば、資源は企業の基盤であり、ケイパビリティの基盤である。従って、資源
は「０級」の要素と呼ばれる。資源は、競争優位の源泉となる可能性があるが、ダイナミックな市場
環境の下で、長期的、持続的な競争優位の源泉とはならない。企業が望ましい目標を達成するために
は、資源を利用するケイパビリティを実証する時に、パフォーマンスの向上をもたらす可能性がある
ため、ケイパビリティは「１級」の要素と呼ばれる。そして、コア・ケイパビリティは、ある時点で
競争優位を得るために戦略的な重要性を持つため、「２級」の要素と呼ばれる。ところが、コア・ケイ
パビリティの強化により、イノベーションを阻害させる「コア・リジディティ」になる可能性が高い
ので（Leonard-Barton, 1992: 111）、市場環境の変化に対処するための資源、ケイパビリティ、および
コア・ケイパビリティの更新を求め、再配置、再構築できるダイナミック・ケイパビリティは、「３級」
の要素と呼ばれる（Wang & Ahmed, 2007: 35-36）。

（16）
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た主張に反している。Teece 等（1997）は、「持続的競争優位の源泉はダイナミック・ケ

イパビリティである」と主張するが、Eisenhardt & Martin（2000）は、「ダイナミック・

ケイパビリティは直接的に持続的競争優位には繋がらない」と主張する。

　問題五として、ダイナミック・ケイパビリティは模倣可能な「ベスト・プラクティス」

であるのか（Eisenhardt & Martin, 2000）、あるいは模倣困難なケイパビリティであるの

か（Teece, 2014a, 2014b）、いずれであるのかを明確にする必要がある。実際に、両者の

見解には多くの共通点がある。例えば、彼らによれば、ダイナミック・ケイパビリティを、「資

源の再配置と一連の戦略的プロセスを通じて、市場の変化に対応し、さらに市場の変化

を創造できるもの」ということを定義している（Eisenhardt & Martin, 2000: 1107; Teece, 

2019、邦訳：133-135）。しかし、両者のダイナミック・ケイパビリティの見方に次のよう

な違いが見られる。Eisenhardt & Martin（2000）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「識

別可能なプロセスと代替可能性があり、ベスト・プラクティスであるため、企業の競争優

位につながらない」と主張する（Eisenhardt & Martin, 2000: 1106-1110）。他方、Teece

（2014a、2014b）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「識別可能なプロセスとベスト・

プラクティスではなく、署名つきのプロセスと模倣困難性があるため、企業の競争優位に

つながる」と主張する（Teece, 2019、邦訳：133-135）。

３　「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点とその限界

　Teece（2007）、Wang & Ahmed（2007）、Pavlou & EL Sawy（2011）、Li & Liu（2014）

は、ダイナミック・ケイパビリティを「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点

を中心に次のように論じている。

　１）「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点

　①企業の脅威を感知、機会を捕捉、資源を再配置するケイパビリティ

　Teece（2007）は、1997年の研究をより一層発展させて、ダイナミック・ケイパビリティ

を「感知、捕捉、再配置」という３つのケイパビリティに分解して論じている（Teece, 邦訳、

2013：５）43。感知ケイパビリティは、企業が高速で流動するグローバルな競争環境の下で、

新しい機会や脅威を感知するために、新しい技術を選択し、外部技術を活用し、イノベー

ションを活用し、顧客ニーズを特定するプロセスである。捕捉ケイパビリティは、機会の

捕捉のための戦略的意思決定の実行ケイパビリティである。再配置ケイパビリティは、企

43 具体的な定義は、ダイナミック・ケイパビリティは、機会と脅威の感知・具体化、機会の捕捉、企業の無形・
有形資産の強化・結合・保護に加え、必要な場合に行われるその再配置を通じた競争力の維持、といっ
たことに必要とされるケイパビリティである（Teece, 邦訳、2013：5）。
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業が持続的な収益性を実現するために、自社の成長に合わせ、市場と技術の変化に合わせ、

資産や組織構造の再配置を進めていくケイパビリティである（Teece, 邦訳、2013：10、

18、37）。

　②特定のプロセスと共通のケイパビリティ

　Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを、「企業の行動指向、そ

の資源とケイパビリティを常に統合、構築、更新、再配置するプロセス」と定義するが44、「適

応、吸収、革新」のケイパビリティという共通の特徴を構成すると主張する。その定義よ

り、適応ケイパビリティは、企業が新興市場の機会を識別し、活用するケイパビリティで

ある。吸収ケイパビリティは、企業が新しい外部情報の価値を識別し、それを吸収してビ

ジネスに応用するケイパビリティである。革新ケイパビリティは、企業が戦略的なイノベー

ション指向と行動やプロセスを組み合わせることによって、企業が新製品や市場を開発す

るケイパビリティである（Wang & Ahmed, 2007: 35, 37-39）45。

　③感知、学習、統合、協調のケイパビリティとプロセス

　Pavlou & EL Sawy（2011）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、「測定可能

なモデルであり、既存のオペレーショナル・ケイパビリティを環境に適した新しいケイパ

ビリティを再配置するために、一連の感知、学習、統合、協調のケイパビリティとプロセ

44 Wang & Ahmed（2007）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは単なるケイパビリティではな
く、それがプロセスに組み込まれていると主張する。なぜなら、プロセスは、明示的または体系化可
能な構造と資源の組み合わせであるため、社内または企業間でより簡単に移転できる。プロセスに埋
め込まれた暗黙の要素（ノウハウやリーダーシップなど）の両方をカプセル化するものは、企業に固
有のものであることが多く、企業の資源の間の複雑な相互作用を通じて、時間の経過とともに発展す
る（Wang & Ahmed, 2007: 35）。

45 Wang & Ahmed（2007）によれば、企業の長期的な競争優位は、変化する環境に対応してコア・ケイ
パビリティをアップグレード、再配置することを通じて実現できる。企業の競争優位性を理解するた
めに、Wang & Ahmed（2007）は、「階級的なレベル」で企業の資源とケイパビリティを分類して考
察している。彼らによれば、資源は企業の基盤であり、ケイパビリティの基盤である。従って、資源
は「０級」の要素と呼ばれる。資源は、競争優位の源泉となる可能性があるが、ダイナミックな市場
環境の下で、長期的、持続的な競争優位の源泉とはならない。企業が望ましい目標を達成するために
は、資源を利用するケイパビリティを実証する時に、パフォーマンスの向上をもたらす可能性がある
ため、ケイパビリティは「１級」の要素と呼ばれる。そして、コア・ケイパビリティは、ある時点で
競争優位を得るために戦略的な重要性を持つため、「２級」の要素と呼ばれる。ところが、コア・ケイ
パビリティの強化により、イノベーションを阻害させる「コア・リジディティ」になる可能性が高い
ので（Leonard-Barton, 1992: 111）、市場環境の変化に対処するための資源、ケイパビリティ、および
コア・ケイパビリティの更新を求め、再配置、再構築できるダイナミック・ケイパビリティは、「３級」
の要素と呼ばれる（Wang & Ahmed, 2007: 35-36）。

（17）
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スにある」と定義される（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243）46。

　④戦略意思形成、適時意思決定、変革実行のケイパビリティとプロセス

　Li & Liu（2014）は、ダイナミック・ケイパビリティを、「機会と脅威を感知し、適時

に意思決定を行い、正しい方向づけを行うために、戦略的な意思決定とその変更を効率的

に実施する際に形成される問題を体系的に解決するケイパビリティ」と定義している（Li & 

Liu, 2014: 2794）47。

　２）「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点に関する問題点と限界

　「ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点における論者の見解は、Teece に代表さ

れる「ケイパビリティ学派」と Eisenhardt & Martin に代表される「プロセス学派」を適

度に統合した、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業のケイパビリティとプロセスの

両方にも当てはまる」と理解される。

　問題六として、ダイナミック・ケイパビリティは、コア・ケイパビリティを変更するケ

イパビリティなのか、オペレーショナル・ケイパビリティを変更するケイパビリティなの

か、Wang & Ahmed（2007）と Pavlou & EL Sawy（2011）は、この点について異なる

見解を示している。例えば、Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを、

コア・ケイパビリティをアップグレード、再配置するケイパビリティと主張する（Wang & 

Ahmed, 2007: 35-36）。他方、Pavlou & EL Sawy（2011）は、ダイナミック・ケイパビリティ

を、オペレーショナル・ケイパビリティを再配置するケイパビリティと主張する（Pavlou & 
46 Pavlou & EL Sawy（2011）の定義によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、感知、学習、統合、

協調のケイパビリティと、それぞれのプロセスによって構成される。感知ケイパビリティは、環境内
の機会を発見、解釈、および追求するケイパビリティである。それに関するプロセスは、市場情報の
創出、市場情報の伝播、市場情報の対応である。学習ケイパビリティは、市場機会が特定されたら、学習、
および新しい知識とスキルで既存のオペレーショナル・ケイパビリティを刷新するケイパビリティで
ある。それに関する四つのプロセスは、知識の習得、同化、変換、活用である。統合ケイパビリティは、
学習によって作成された新しい知識の多くは個人が所有するため、企業レベルに統合するケイパビリ
ティである。それに関する三つのプロセスは、貢献、表現、相互関係である。協調ケイパビリティは、
タスク、活動、資源を管理することにより、再配置されたオペレーショナル・ケイパビリティを展開し、
再配置を実現するケイパビリティである。それに関する３つのプロセスは、タスクへの資源の割り当て、
適切なタスクへの適切な人の指定、タスクと資源間の相補性、相乗効果の識別、集合的な活動の調整
である（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243-246）。

47 Li & Liu（2014）の定義の内容は、Barreto（2010）と似ているが、Li & Liu（2014）は、ダイナミック・
ケイパビリティを、戦略的意思決定ケイパビリティ、適時の意思決定ケイパビリティ、変革の実行の
ケイパビリティとそれぞれのプロセスによって分解される。戦略的意思決定ケイパビリティは、認知
マップを作成し、内外の環境からの情報を効果的に検索して分析するために、刺激や参照フレームワー
クの変化を感知して解釈するプロセスである。適時意思決定ケイパビリティは、環境の変化に適時に
対応するために、戦略的方針を迅速に策定、評価、選択するプロセスである。変革の実行ケイパビリティ
は、目的の性質や必要とされる具体的なタスクに応じて、様々な管理プロセスと組織プロセスを含めて、
戦略的意思決定と企業の変革を実行、調整するケイパビリティである（Li & Liu, 2014: 2794-2795）。
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EL Sawy, 2011: 243）。

　問題七として、ダイナミック・ケイパビリティにおける「プロセス」と「ケイパビリティ」

の二つの要素について、理解に混乱がある。例えば、Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミッ

ク・ケイパビリティは、基礎となる特定のプロセスと共通のケイパビリティから構成され

ると主張する（Wang & Ahmed, 2007: 35）。他方、Pavlou & EL Sawy（2011）、Li & Liu（2014）

には、ダイナミック・ケイパビリティは様々なミクロ的ケイパビリティとそれぞれに対応

するプロセスにあると主張する（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243; Li & Liu, 2014: 2794）。

４　「企業知識の発展」の視点とその限界

　１）「企業知識の発展」の視点

　Denford（2013）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業が知識の内外調達、探

索と開発、組合と吸収を通じて、新しい知識を創造し、およびその中に組み込んだ８つの

ケイパビリティによって形成される」と主張する（Denford, 2013: 177）。彼の定義より、

新しい知識の創造は、３つのディメンションに分けられる。一つ目の知識の内部調達と外

部調達のディメンションにおいて、内部調達に焦点を当てる企業は、強力な研究開発ケイ

パビリティを開発する場合が多い。一方で、外部調達に焦点を当てる企業は、強力な提携

ケイパビリティを開発する場合が多い48。二つ目の知識の探索と集中開発のディメンショ

ンにおいて、探索は、新しい知識を追求すること、既知となる可能性があるものを追求す

ることであり、集中開発は、既知のものを使用し開発することである。三つ目の知識の組

合スキルと吸収スキルのディメンションにおいて、組合スキルは、変換、構築、改造によ

る変化のメカニズムであり、吸収スキルは、移動、交換、内在化による変化である（Denford,  

48 外部提携を締結する理由は、競争に必要な知識が非常に深い産業での内部ケイパビリティの欠如、必
要な知識の幅が広いすべての分野での内部ケイパビリティの維持の欠如、十分な内部ケイパビリティ
があるが、戦略的理由による自発的参入が含まれる。逆に、企業が強い資源のポジションにあるとき、
または知識移転の際に認識される取引コストが高すぎる場合、企業は提携を求める可能性が低く、内
部の知識に依存する（Denford, 2013: 179）。

（18）
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スにある」と定義される（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243）46。

　④戦略意思形成、適時意思決定、変革実行のケイパビリティとプロセス

　Li & Liu（2014）は、ダイナミック・ケイパビリティを、「機会と脅威を感知し、適時

に意思決定を行い、正しい方向づけを行うために、戦略的な意思決定とその変更を効率的

に実施する際に形成される問題を体系的に解決するケイパビリティ」と定義している（Li & 

Liu, 2014: 2794）47。

　２）「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点に関する問題点と限界

　「ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点における論者の見解は、Teece に代表さ

れる「ケイパビリティ学派」と Eisenhardt & Martin に代表される「プロセス学派」を適

度に統合した、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業のケイパビリティとプロセスの

両方にも当てはまる」と理解される。

　問題六として、ダイナミック・ケイパビリティは、コア・ケイパビリティを変更するケ

イパビリティなのか、オペレーショナル・ケイパビリティを変更するケイパビリティなの

か、Wang & Ahmed（2007）と Pavlou & EL Sawy（2011）は、この点について異なる

見解を示している。例えば、Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミック・ケイパビリティを、

コア・ケイパビリティをアップグレード、再配置するケイパビリティと主張する（Wang & 

Ahmed, 2007: 35-36）。他方、Pavlou & EL Sawy（2011）は、ダイナミック・ケイパビリティ

を、オペレーショナル・ケイパビリティを再配置するケイパビリティと主張する（Pavlou & 
46 Pavlou & EL Sawy（2011）の定義によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、感知、学習、統合、

協調のケイパビリティと、それぞれのプロセスによって構成される。感知ケイパビリティは、環境内
の機会を発見、解釈、および追求するケイパビリティである。それに関するプロセスは、市場情報の
創出、市場情報の伝播、市場情報の対応である。学習ケイパビリティは、市場機会が特定されたら、学習、
および新しい知識とスキルで既存のオペレーショナル・ケイパビリティを刷新するケイパビリティで
ある。それに関する四つのプロセスは、知識の習得、同化、変換、活用である。統合ケイパビリティは、
学習によって作成された新しい知識の多くは個人が所有するため、企業レベルに統合するケイパビリ
ティである。それに関する三つのプロセスは、貢献、表現、相互関係である。協調ケイパビリティは、
タスク、活動、資源を管理することにより、再配置されたオペレーショナル・ケイパビリティを展開し、
再配置を実現するケイパビリティである。それに関する３つのプロセスは、タスクへの資源の割り当て、
適切なタスクへの適切な人の指定、タスクと資源間の相補性、相乗効果の識別、集合的な活動の調整
である（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243-246）。

47 Li & Liu（2014）の定義の内容は、Barreto（2010）と似ているが、Li & Liu（2014）は、ダイナミック・
ケイパビリティを、戦略的意思決定ケイパビリティ、適時の意思決定ケイパビリティ、変革の実行の
ケイパビリティとそれぞれのプロセスによって分解される。戦略的意思決定ケイパビリティは、認知
マップを作成し、内外の環境からの情報を効果的に検索して分析するために、刺激や参照フレームワー
クの変化を感知して解釈するプロセスである。適時意思決定ケイパビリティは、環境の変化に適時に
対応するために、戦略的方針を迅速に策定、評価、選択するプロセスである。変革の実行ケイパビリティ
は、目的の性質や必要とされる具体的なタスクに応じて、様々な管理プロセスと組織プロセスを含めて、
戦略的意思決定と企業の変革を実行、調整するケイパビリティである（Li & Liu, 2014: 2794-2795）。
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EL Sawy, 2011: 243）。

　問題七として、ダイナミック・ケイパビリティにおける「プロセス」と「ケイパビリティ」

の二つの要素について、理解に混乱がある。例えば、Wang & Ahmed（2007）は、ダイナミッ

ク・ケイパビリティは、基礎となる特定のプロセスと共通のケイパビリティから構成され

ると主張する（Wang & Ahmed, 2007: 35）。他方、Pavlou & EL Sawy（2011）、Li & Liu（2014）

には、ダイナミック・ケイパビリティは様々なミクロ的ケイパビリティとそれぞれに対応

するプロセスにあると主張する（Pavlou & EL Sawy, 2011: 243; Li & Liu, 2014: 2794）。

４　「企業知識の発展」の視点とその限界

　１）「企業知識の発展」の視点

　Denford（2013）は、ダイナミック・ケイパビリティは、「企業が知識の内外調達、探

索と開発、組合と吸収を通じて、新しい知識を創造し、およびその中に組み込んだ８つの

ケイパビリティによって形成される」と主張する（Denford, 2013: 177）。彼の定義より、

新しい知識の創造は、３つのディメンションに分けられる。一つ目の知識の内部調達と外

部調達のディメンションにおいて、内部調達に焦点を当てる企業は、強力な研究開発ケイ

パビリティを開発する場合が多い。一方で、外部調達に焦点を当てる企業は、強力な提携

ケイパビリティを開発する場合が多い48。二つ目の知識の探索と集中開発のディメンショ

ンにおいて、探索は、新しい知識を追求すること、既知となる可能性があるものを追求す

ることであり、集中開発は、既知のものを使用し開発することである。三つ目の知識の組

合スキルと吸収スキルのディメンションにおいて、組合スキルは、変換、構築、改造によ

る変化のメカニズムであり、吸収スキルは、移動、交換、内在化による変化である（Denford,  

48 外部提携を締結する理由は、競争に必要な知識が非常に深い産業での内部ケイパビリティの欠如、必
要な知識の幅が広いすべての分野での内部ケイパビリティの維持の欠如、十分な内部ケイパビリティ
があるが、戦略的理由による自発的参入が含まれる。逆に、企業が強い資源のポジションにあるとき、
または知識移転の際に認識される取引コストが高すぎる場合、企業は提携を求める可能性が低く、内
部の知識に依存する（Denford, 2013: 179）。

（19）
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2013: 179-181）49。

　２）「企業知識の発展」の視点に関する問題点と限界

　Denford（2013）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、様々な資源とケイパビ

リティを獲得することではなく、企業の知識を発展させることから形成されると理解され

る。

　問題八として、企業のコア・ケイパビリティの開発にも、独自の知識を生み出すケイパ

ビリティが含まれるため、ダイナミック・ケイパビリティは「知識を生み出すケイパビリ

ティのみ」と理解される場合、前述したようなケイパビリティの「コア・リジディティ」

のジレンマに陥りやすく50、完全なダイナミック・ケイパビリティではないと考えられる。

そして、企業の知識は、無形資源の一種であり、ダイナミック・ケイパビリティは「企業

知識の発展」のみと見なされる場合、「知識資源」の優位性を強調し過ぎ、単純な資源ベー

ス論に戻ってしまうのではないだろうか。

５　「企業の経営者」の視点とその限界

　１）「企業の経営者」の視点

　Adner & Helfat（2003）、Kor & Mesko（2012）は、ダイナミック・ケイパビリティを「企

49 具体的に、３つのディメンションに組み込んだ８つのケイパビリティは、創造、統合、再配置、複製、
発展、同化、合成、模倣のケイパビリティである。一つ目の創造ケイパビリティは、内部調達、探索、
組合スキルのディメンションを越え、Teece 等（1997）の「構築（build）」と Eisenhardt & Martin（2000）
の「獲得（gain）」という二つの用語を参照して、新しい知識を創造するために、企業の内部探索に反
映される。二つ目の統合ケイパビリティは、内部調達、探索、吸収スキルのディメンションを越え、
社内知識の認識、伝達、吸収、および新しい組織活動への適用により、新しい知識の探求の過程を反
映する。三つ目の再配置ケイパビリティは、内部調達、集中開発、組合スキルのディメンションに属
し、以前の成功の活用に焦点を当てた知識の再結合として見られる。このケイパビリティは、関連す
る技術的プロセスやビジネスからの既存の企業のノウハウを組み合わせ、拡張し、活用することにより、
知識の蓄積を調整する。四つ目の複製ケイパビリティは、内部調達、集中開発、吸収スキルのディメ
ンションを越え、企業が成長するために、その知識を効果的に複製し、企業のサブユニット内で再現し、
知識の内部利用を含む。五つ目の発展ケイパビリティは、外部調達、探索、組合スキルのディメンショ
ンを越え、提携を背景として、企業と外部組織は、共同開発研究協定によって共同で新しい知識を創
造するための一般的な手段である。六つ目の同化ケイパビリティは、外部調達、探索、吸収スキルのディ
メンションを越え、外部情報の分析、解釈、理解に必要なプロセスに反映され、新しい知識を企業に
吸収させるための外部探索が含まれる。七つ目の合成ケイパビリティは、外部調達、集中開発、組合
スキルのディメンションを越え、特定のタスクのための内部知識資源が不足している企業は、他の企
業との関係を利用して外部知識を活用できる。模倣ケイパビリティは、外部調達、集中開発、吸収ス
キルのディメンションを越え、他社と同じ歴史を踏むことなく他社の知識を吸収することを可能にす
ることによって、外部の知識を企業に引き込める（Denford, 2013: 183-187）。

50 コア・ケイパビリティを強化すると、環境に重大な変化が生じた時、優位性を失わせるという「コア・
リジディティ」のジレンマに陥りやすく（Leonard, 邦訳、2001: 53）。
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業の経営者」の視点を中心に次のように論じている。

　①経営者のダイナミック・ケイパビリティ

　経営者の意思決定は、組織の資源とケイパビリティの基盤に基づいて行われるため、企

業間で資源とケイパビリティが異なることにより、経営者の意思決定の相違につながる可

能性がある。そのため、Adner & Helfat（2003）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、

「経営者が組織の資源とケイパビリティを構築、統合、再配置するための能力」と定義さ

れ51、経営者のダイナミック・ケイパビリティを支える３つの属性は、経営者の人的資本、

社会的資本、認識である（Adner & Helfat, 2003: 1020）52。

　②経営者の支配的なロジック

　Adner & Helfat（2003）の研究に対して、経営者のダイナミック・ケイパビリティ自

体がどのように構成され調整されるか、経営者のダイナミック・ケイパビリティが企業の

資源とケイパビリティの再配置をどのようにもたらすのか、という問題を解決するために、

Kor & Mesko（2012）は、「経営者の支配的なロジック」というコンセプトを導入した。

経営者の支配的なロジックとは、「経営者がビジネスを概念化し、重要な資源配分を決定

する方式を指し、経営者の世界観、企業がビジネス環境の中に立っている場所、そして何

をすべきかを表す」ことである（Kor & Mesko, 2012: 235）。

　２）「企業の経営者」の視点に関する問題点と限界

　「経営者」の視点における論者の主な見解は、ダイナミック・ケイパビリティは、「経営

者の能力だけを指し、経営者のロジックと心理学についての議論にもつながるもの」と理

解される。

　問題九として、企業ダイナミック・ケイパビリティの開発や使用は、経営者のサポート、

意思決定、または彼自身の能力に当然関係しているが、ダイナミック・ケイパビリティは

経営者の能力のみとして理解される場合、機会または脅威を認識する企業の経営陣、およ

び現場の従業員が機会や脅威を感知する能力が無視され、ダイナミック・ケイパビリティ

51 ここで、企業のケイパビリティと区分するために、経営者のケイパビリティは「能力」と称する。
52 経営者の人的資本は、教育、訓練など一般的な学習への何らかの投資を必要とする習得したスキルで

ある。同様に、経営者は知識を習得し、専門知識を開発し、以前の実務経験を通して彼らのケイパビ
リティを整備する。他の役割と同様に、効果的な管理には学習的な実践が必要である。経営者の社会
的資本は、社会的関係から生じた影響力、支配力、権力に関して、社会的つながり（友情、ソーシャ
ルクラブの会員）という考え方を反映する。社会的つながりは情報をある環境から別の環境へ伝達さ
せる。経営者の認識は、意思決定の基盤となる経営者の信念や精神的なモデルを指す。初期の研究で
は、意思決定の認知基盤は、将来の出来事に関する知識または仮定、代替案の結果に関する知識によっ
て構成される。近年の実証研究は、経営者の認識が、外部環境の変化に対する対応を含み、戦略的な
決定と結果を形成することを示唆する。これらの研究をまとめると、経営者の認識の違いが、異なる
戦略的決定や結果につながる可能性がある（Adner & Helfat, 2003: 1020-1022）。

（20）
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2013: 179-181）49。

　２）「企業知識の発展」の視点に関する問題点と限界

　Denford（2013）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、様々な資源とケイパビ

リティを獲得することではなく、企業の知識を発展させることから形成されると理解され

る。

　問題八として、企業のコア・ケイパビリティの開発にも、独自の知識を生み出すケイパ

ビリティが含まれるため、ダイナミック・ケイパビリティは「知識を生み出すケイパビリ

ティのみ」と理解される場合、前述したようなケイパビリティの「コア・リジディティ」

のジレンマに陥りやすく50、完全なダイナミック・ケイパビリティではないと考えられる。

そして、企業の知識は、無形資源の一種であり、ダイナミック・ケイパビリティは「企業

知識の発展」のみと見なされる場合、「知識資源」の優位性を強調し過ぎ、単純な資源ベー

ス論に戻ってしまうのではないだろうか。

５　「企業の経営者」の視点とその限界

　１）「企業の経営者」の視点

　Adner & Helfat（2003）、Kor & Mesko（2012）は、ダイナミック・ケイパビリティを「企

49 具体的に、３つのディメンションに組み込んだ８つのケイパビリティは、創造、統合、再配置、複製、
発展、同化、合成、模倣のケイパビリティである。一つ目の創造ケイパビリティは、内部調達、探索、
組合スキルのディメンションを越え、Teece 等（1997）の「構築（build）」と Eisenhardt & Martin（2000）
の「獲得（gain）」という二つの用語を参照して、新しい知識を創造するために、企業の内部探索に反
映される。二つ目の統合ケイパビリティは、内部調達、探索、吸収スキルのディメンションを越え、
社内知識の認識、伝達、吸収、および新しい組織活動への適用により、新しい知識の探求の過程を反
映する。三つ目の再配置ケイパビリティは、内部調達、集中開発、組合スキルのディメンションに属
し、以前の成功の活用に焦点を当てた知識の再結合として見られる。このケイパビリティは、関連す
る技術的プロセスやビジネスからの既存の企業のノウハウを組み合わせ、拡張し、活用することにより、
知識の蓄積を調整する。四つ目の複製ケイパビリティは、内部調達、集中開発、吸収スキルのディメ
ンションを越え、企業が成長するために、その知識を効果的に複製し、企業のサブユニット内で再現し、
知識の内部利用を含む。五つ目の発展ケイパビリティは、外部調達、探索、組合スキルのディメンショ
ンを越え、提携を背景として、企業と外部組織は、共同開発研究協定によって共同で新しい知識を創
造するための一般的な手段である。六つ目の同化ケイパビリティは、外部調達、探索、吸収スキルのディ
メンションを越え、外部情報の分析、解釈、理解に必要なプロセスに反映され、新しい知識を企業に
吸収させるための外部探索が含まれる。七つ目の合成ケイパビリティは、外部調達、集中開発、組合
スキルのディメンションを越え、特定のタスクのための内部知識資源が不足している企業は、他の企
業との関係を利用して外部知識を活用できる。模倣ケイパビリティは、外部調達、集中開発、吸収ス
キルのディメンションを越え、他社と同じ歴史を踏むことなく他社の知識を吸収することを可能にす
ることによって、外部の知識を企業に引き込める（Denford, 2013: 183-187）。

50 コア・ケイパビリティを強化すると、環境に重大な変化が生じた時、優位性を失わせるという「コア・
リジディティ」のジレンマに陥りやすく（Leonard, 邦訳、2001: 53）。
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業の経営者」の視点を中心に次のように論じている。

　①経営者のダイナミック・ケイパビリティ

　経営者の意思決定は、組織の資源とケイパビリティの基盤に基づいて行われるため、企

業間で資源とケイパビリティが異なることにより、経営者の意思決定の相違につながる可

能性がある。そのため、Adner & Helfat（2003）によれば、ダイナミック・ケイパビリティは、

「経営者が組織の資源とケイパビリティを構築、統合、再配置するための能力」と定義さ

れ51、経営者のダイナミック・ケイパビリティを支える３つの属性は、経営者の人的資本、

社会的資本、認識である（Adner & Helfat, 2003: 1020）52。

　②経営者の支配的なロジック

　Adner & Helfat（2003）の研究に対して、経営者のダイナミック・ケイパビリティ自

体がどのように構成され調整されるか、経営者のダイナミック・ケイパビリティが企業の

資源とケイパビリティの再配置をどのようにもたらすのか、という問題を解決するために、

Kor & Mesko（2012）は、「経営者の支配的なロジック」というコンセプトを導入した。

経営者の支配的なロジックとは、「経営者がビジネスを概念化し、重要な資源配分を決定

する方式を指し、経営者の世界観、企業がビジネス環境の中に立っている場所、そして何

をすべきかを表す」ことである（Kor & Mesko, 2012: 235）。

　２）「企業の経営者」の視点に関する問題点と限界

　「経営者」の視点における論者の主な見解は、ダイナミック・ケイパビリティは、「経営

者の能力だけを指し、経営者のロジックと心理学についての議論にもつながるもの」と理

解される。

　問題九として、企業ダイナミック・ケイパビリティの開発や使用は、経営者のサポート、

意思決定、または彼自身の能力に当然関係しているが、ダイナミック・ケイパビリティは

経営者の能力のみとして理解される場合、機会または脅威を認識する企業の経営陣、およ

び現場の従業員が機会や脅威を感知する能力が無視され、ダイナミック・ケイパビリティ

51 ここで、企業のケイパビリティと区分するために、経営者のケイパビリティは「能力」と称する。
52 経営者の人的資本は、教育、訓練など一般的な学習への何らかの投資を必要とする習得したスキルで

ある。同様に、経営者は知識を習得し、専門知識を開発し、以前の実務経験を通して彼らのケイパビ
リティを整備する。他の役割と同様に、効果的な管理には学習的な実践が必要である。経営者の社会
的資本は、社会的関係から生じた影響力、支配力、権力に関して、社会的つながり（友情、ソーシャ
ルクラブの会員）という考え方を反映する。社会的つながりは情報をある環境から別の環境へ伝達さ
せる。経営者の認識は、意思決定の基盤となる経営者の信念や精神的なモデルを指す。初期の研究で
は、意思決定の認知基盤は、将来の出来事に関する知識または仮定、代替案の結果に関する知識によっ
て構成される。近年の実証研究は、経営者の認識が、外部環境の変化に対する対応を含み、戦略的な
決定と結果を形成することを示唆する。これらの研究をまとめると、経営者の認識の違いが、異なる
戦略的決定や結果につながる可能性がある（Adner & Helfat, 2003: 1020-1022）。
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の構成要素が欠如することとなる。例えば、Teece（2012）によれば、企業のケイパビリティ

は、個人のスキルだけではなく、従業員が一緒に仕事をしてきた方法から派生する集合的

な学習、企業がアクセスできる特別な設備や施設にも基づく。組織が長く存在すればする

ほど、規模が大きければ大きいほど、そのケイパビリティが特定の個人に依存することは

少なくなると主張する（Teece, 2012: 1396）。

　また、経営者の能力に関する研究は、Kor & Mesko（2012）が言及したロジック、心理学、

または哲学に焦点を当てるのではなく、企業家精神に関する研究に焦点をあてて進められ

ていると考えられる。これは、Teece が述べているように、心理学的で認知論的な説明で

は、すべての現象が説明できる可能性があり、結局、何も説明していないことになるとい

う危険性があるからである（菊澤、2019：177）。

６　本章小括

　本章は、ダイナミック・ケイパビリティ論を「企業ケイパビリティ」、「企業プロセス」、「企

業ケイパビリティとプロセスの混合型」、「企業知識の発展」、「企業の経営者」の五つの視

点から分析し、それぞれにおいて問題点と限界があることを示唆した。

　「企業ケイパビリティ」の視点においては、ダイナミック・ケイパビリティは「ケイパ

ビリティを変えるケイパビリティ」として認識すれば、同義反複、無限後退の問題が生じ

る。「企業プロセス」の視点においては、ダイナミック・ケイパビリティは「一連のプロ

セスやルーティン」として認識され、プロセス化されていない戦略策定や企業家の活動を

見過ごすという問題がある。「企業ケイパビリティとプロセスの混合型」の視点からは、

ダイナミック・ケイパビリティは「基礎となる特定のプロセスと共通のケイパビリティか

ら構成される」のか、「様々なミクロ的ケイパビリティとそれに対応するプロセスから構

成される」のか、というような理解に混乱が生じる。「企業知識の発展」と「企業の経営者」

の視点においては、どちらもダイナミック・ケイパビリティ論の一つの側面だけに関する

詳細な研究であり、体系的なダイナミック・ケイパビリティ・フレームワークを形成する

には不十分である。また、ダイナミック・ケイパビリティ論の全体を表わすには、多様な

表現が用いられているが、統一性がなく、ダイナミック・ケイパビリティを構成する要素

の性質についても明瞭な説明がない、などの問題がある。

　以下では、上述の諸問題を解決するために、２つの局面から、より体系的なダイナミッ

ク・ケイパビリティ・フレームワークを構築したい。一つ目は、ケイパビリティの構成要素、

及び各要素に対応する階級的な順位によって形成される異なるタイプのケイパビリティを

明確にしたい。二つ目は、第四次産業革命時代に求められる、強いダイナミック・ケイパ
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Producing�new�hypothesis�based�on�surprising�research�evidence
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Abstract

　The purpose of this research is to clarify the abductive analysis （Timmermans & Tavory, 
2012）, which is based on Peirce’s concept “abduction”. To explain this qualitative method, 
which is attracted recently, we divided it into three sections: the problem of grounded theory 
approach and the position of abductive analysis, the component of abductive analysis. and the 
practice of abductive analysis. As a result, we proposed two contributions. First, abductive 
analysis helps to link methodology and practice in qualitative research. Second, we can apply 
abductive analysis to review papers. Finally, we discussed two limitations in Timmermans and 
Tavory （2012）.

キーワード： アブダクション、現象の再訪、異化、代替的なケース化、探求の共同体
Key words： Abduction, Revisiting the Phenomenon, Defamiliarization, Alternative Casing, 

Community of Inquiry

１．はじめに

　調査においては、何らかの先行研究に依拠することが強いられる。先行研究がなければ、

何をどのように調査するかを事前に準備することができないからだ。しかし、何らかの先

行研究に依拠することで、その先行研究で説明できるデータしか分析しないという危険性
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